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社会保障給付に関するマイクロシミュレーション分析の研究 

研究代表者 佐藤格 国立社会保障・人口問題研究所 社会保障基礎理論研究部第 1 室長 

研究要旨 
 
目的 本研究の目的は、社会保障制度の改正や各種給付等による所得再分配への影響を
試算する手法として、マイクロシミュレーション分析に着目し、属性別の影響を把握す
るためのモデルを構築することにある。 
 
方法 Pythonにより動的マイクロシミュレーションを実行できるモデルを構築すること
で、シミュレーションから相対的貧困率やジニ係数等の指標を計算した。データは国民
生活基礎調査の所得・貯蓄票および世帯票をベースに、各種パラメータとして「日本の
将来推計人口」「人口動態統計」「労働力調査」、さらには財政検証の基礎データを用い
た。さらに財政検証プログラムを Pythonに移植し、中長期的な最大の展望としての動
学的マイクロシミュレーションとの連携を検討した。 
 
結果 動的マイクロシミュレーションモデルを用いたシミュレーションの結果は次のと
おりである。適用拡大による影響は相対的貧困率、ジニ係数ともにそれほど大きくはな
い。相対的貧困率は当初は基準ケースで最も低いが、2020年代後半からは最も高くな
り、その後も多少の変動はあるものの、2060 年度までのほとんどの期間で最も高い値
となる。2020年代後半から 2040 年前後までほぼ一貫して最も低い値にある適用拡大
④のケースは、2040 年代初頭を境に、他の適用拡大のケースよりも相対的貧困率が高
くなっていく。2040 年代前半以降、最も相対的貧困率が低くなるのは適用拡大①のケ
ースである。 
 マクロ経済スライドの調整期間を基礎年金部分と報酬比例部分で一致させることで、
相対的貧困率はほぼすべての期間でわずかに低下する。2040 年代前半までは大きな差は
出ないが、それ以降、低成長を仮定する過去 30 年投影ケースにおいて急速に相対的貧
困率が上昇する。ジニ係数は相対的貧困率とは逆に、調整期間を一致させることですべ
ての期間でわずかに上昇する。 
 最後に基礎年金の拠出期間を 45 年化することはすべての期間で相対的貧困率をわず
かに低下させる。同様に、基礎年金 45 年化によりジニ係数もわずかに低下する。 
 なお本研究における結果の解釈には、設定された経済前提への依存を十分留意すべき
であるということを強調しておきたい。 



 

 Python を用いた財政検証の再現において、年金財政の議論で重視されやすい主要な
政策変数は実質的に一致している。また終了年度やスライド改定率に紐づく特定の
行・列に多少の乖離はあるが、試算の中核となる水準指標は大きくずれていない。 
 長期収支の現状を見ると、最新のプロット結果では収入計の乖離率が平均 1.98%、最
大 6.48%である。終期における収支差や積立金の乖離も 15%前後まで縮小しており、
実用上のマクロトレンドの再現性は極めて高い。 
 
考察 相対的貧困率、ジニ係数ともにしばらくの間上昇傾向を示すことは、所得項目の中
で雇用者所得のみが一定率で上昇するような設定になっていることが原因と考えられ
る。両変数とも長期的には低下に転じるが、これは高齢化による退職世代の増加と、新
たに退職する者が比較的高い年金給付を受けられるためではないかと考えられる。 
 今後の適用拡大の対象者は比較的低所得と思われる者が多く、そのような性質をもつ
適用拡大の対象者について相対的貧困率が低下するものと考えられる。一方で被保険者
が加齢し、受給者に変化していくことや、適用拡大によっても依然として厚生年金の対
象とならない自営業者等と拡大対象となる者との間で格差を生じさせることが、相対的
貧困率やジニ係数の長期的な変化につながっていると考えられる。 
 マクロ経済スライドの調整期間一致に関しては、過去 30 年投影ケースの場合、調整
期間を一致させる場合に報酬比例部分の調整が行われることが、相対的貧困率のわずか
な上昇を引き起こしているものと考えられる。ジニ係数を見た場合には、前述の通り基
礎年金部分の調整が停止されることで引退世代の可処分所得が従前より増加し、再分配
が強まるためにジニ係数が低下すると考えられる。 
 基礎年金 45 年化の影響が小さいことは、拠出面、給付面ともに対象者が少ないため
と考えられる。 
 Python を用いた財政検証の研究における最大の成果は、財政検証を構成する六つの
主要計算ブロックがすべて移植され、標準的な経済シナリオであれば Python だけで
一貫してシミュレーションを実行できる段階に到達したことである。既に記した通
り、主要な政策変数は実質的に一致するような計算結果が得られている。したがっ
て、実用上のマクロトレンドの再現性は極めて高いと言える。 
 
結論 国民生活基礎調査をベースにして動的なマイクロシミュレーションモデルを構築
することにより、公的年金に関するさまざまな制度改正の長期的な効果を分析するこ
との可能性が示された。ただし、若年層が過少であるといった国民生活基礎調査に由
来するデータの制約、あるいは事業所得や財産所得、仕送り等、経時的な変化を追跡
することが困難と思われる所得項目の存在など、長期にわたる計算結果の信頼性を確
保するためには、データセットに関する精査が不可欠である。なお本研究における結
果の解釈には、設定された経済前提への依存を十分留意すべきである。 
 



A. 研究目的 
 本研究の目的は、社会保障制度の改正や
各種給付等による所得再分配への影響を試
算する手法として、マイクロシミュレーシ
ョン分析に着目し、属性別の影響を把握す
るためのモデルを構築することにある。 
 
B. 研究方法 
 Python により動的マイクロシミュレー
ションを実行できるモデルを構築すること
で、シミュレーションから相対的貧困率や
ジニ係数等の指標を計算した。データは国
民生活基礎調査の所得・貯蓄票および世帯
票をベースに、各種パラメータとして「日本
の将来推計人口」「人口動態統計」「労働力調
査」、さらには財政検証の基礎データを用い
た。さらに財政検証プログラムを Python に

移植し、中長期的な最大の展望としての動
学的マイクロシミュレーションとの連携を
検討した。 
(倫理面への配慮) 
 国民生活基礎調査のデータは政策統括官
(統計・情報システム管理、労使関係担当)よ
り承認(厚生労働省発政統 0516 第 4 号令和
6 年 5月 16 日)を受けて利用している。 
 
C. 研究結果 
 動的マイクロシミュレーションモデルを
用いたシミュレーションの結果は次のとお
りである。まず、適用拡大による影響は相
対的貧困率、ジニ係数ともにそれほど大き
くはない。ケースごとに見ると、相対的貧
困率は当初は基準ケースで最も低いが、
2020年代後半からは最も高くなり、その
後も多少の変動はあるものの、2060 年度
までのほとんどの期間で最も高い値とな
る。2020年代後半から 2040 年前後までほ
ぼ一貫して最も低い値にある適用拡大④の
ケースは、2040 年代初頭を境に、他の適
用拡大のケースよりも相対的貧困率が高く
なっていく。変わって 2040年代前半以
降、最も相対的貧困率が低くなるのは適用

研究分担者氏名・所属研究機関名及び所
属研究機関における職名 
 
八塩裕之・京都産業大学経済学部教授 
川出真清・日本大学経済学部教授 
金田陸幸・神戸学院大学経済学部准教授 

 財政検証プログラムの移植においては、修正の効率と安全性が飛躍的に向上するモ
デルの構築を行った結果、中長期的な最大の展望としての動学的マイクロシミュレー
ションとの連携の実現可能性が高まった。これにより、短時間労働者への適用拡大な
どのミクロな制度変更が、マクロな年金収支やマクロ経済スライドの調整期間に与え
る影響を、従来のような簡便な補正ではなく、ボトムアップで正確に算出できる画期
的な道が開ける。今後はミクロモデルとマクロモデルを完全に統合した、次世代の統
合年金収支計算シミュレータを実現することが中核的な研究課題となる。今後、年金
制度の適用拡大の対象者など、個人レベルの多様な属性やキャリア軌跡を精緻にシミ
ュレートしたミクロデータを、本 Python マクロモデルのインプットとして動的に接
続することで、より解像度が高く機動的な「次世代統合シミュレーションモデル」の
構築へとつながる研究課題に拡張してゆくことが必要である。 

研究分担者氏名・所属研究機関名及び所
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拡大①のケースである。 
 次にマクロ経済スライドの調整期間を基
礎年金部分と報酬比例部分で一致させるこ
とで相対的貧困率はほぼすべての期間でわ
ずかに低下する。2040 年代前半までは大き
な差は出ないが、それ以降、低成長を仮定す
る過去 30 年投影ケースにおいて急速に相
対的貧困率が上昇し、2060 年度には基準ケ
ースと比較して 9 ポイント程度の差となる。
ジニ係数は相対的貧困率とは逆に、調整期
間を一致させることですべての期間でわず
かに上昇する。 
 最後に基礎年金の拠出期間を 45 年化す
ることはすべての期間で相対的貧困率をわ
ずかに低下させる。同様に、基礎年金 45
年化によりジニ係数もわずかに低下する。
ただし、いずれも基礎年金 45 年化の影響
はわずかなものにとどまる。 
 なお本研究における結果の解釈には、設
定された経済前提への依存を十分留意すべ
きであるということを強調しておきたい。 
 また Python を用いた財政検証の再現に
おいて、年金財政の議論で重視されやすい
主要な政策変数は実質的に一致している。
また終了年度やスライド改定率に紐づく特
定の行・列に多少の乖離はあるものの、試算
の中核となる水準指標は大きくずれていな
い。 
 「総報酬」や「保険料」といった上流の計
算結果は参照データと実質的に一致してお
り、給付推計の入力となる収入経路のロジ
ックは高い精度で揃っていることが確認で
きる。「収入計」については、全体平均で約 
2%、終期の 2120 年時点で最大約 6.5% 
の乖離にとどまっている。 
 長期収支の現状を見ると、最新のプロッ

ト結果では収入計の乖離率が平均 1.98%、
最大 6.48%である。終期における収支差や
積立金の乖離も 15%前後まで縮小しており、
実用上のマクロトレンドの再現性は極めて
高い。 
 
D. 考察 
 相対的貧困率、ジニ係数ともにしばらく
の間上昇傾向を示すことは、所得項目の中
で雇用者所得のみが一定率で上昇するよう
な設定になっていることが原因ではないか
と考えられる。一方で両変数とも長期的に
は低下に転じるが、これは高齢化により退
職世代が増加し、また新たに退職世代とな
る者は現役時の雇用者所得の伸びにより、
比較的高い年金給付を受けられるためでは
ないかと考えられる。 
 今後の適用拡大の対象者は比較的低所得
と思われる者が多く、そのような性質をも
つ適用拡大の対象者について相対的貧困率
が低下するものと考えられる。一方で被保
険者が加齢し、受給者に変化していくこと
や、適用拡大によっても依然として厚生年
金の対象とならない自営業者等と拡大対象
となる者との間で格差を生じさせることが、
相対的貧困率やジニ係数の長期的な変化に
つながっていると考えられる。 
 マクロ経済スライドの調整期間一致に関
しては、過去 30 年投影ケースの場合、調整
期間を一致させる場合に報酬比例部分の調
整が行われることが、相対的貧困率のわず
かな上昇を引き起こしているものと考えら
れる。ジニ係数を見た場合には、前述の通り
基礎年金部分の調整が停止されることで引
退世代の可処分所得が従前より増加し、再
分配が強まるためにジニ係数が低下すると



考えられる。 
 基礎年金 45 年化の影響が小さいこと
は、拠出面、給付面ともに対象者が少ない
ためと考えられる。 
 また Python を用いた財政検証の研究に
おける最大の成果は、財政検証を構成する
六つの主要計算ブロックがすべて移植さ
れ、標準的な経済シナリオであれば 
Python だけで一貫してシミュレーション
を実行できる段階に到達したことである。
既に記した通り、主要な政策変数は実質的
に一致するような計算結果が得られてい
る。したがって、実用上のマクロトレンド
の再現性は極めて高いと言える。 
 
E. 結論 
 国民生活基礎調査をベースにして動的な
マイクロシミュレーションモデルを構築す
ることにより、公的年金に関するさまざま
な制度改正の長期的な効果を分析すること
の可能性が示された。ただし、若年層が過
少であるといった国民生活基礎調査に由来
するデータの制約、あるいは事業所得や財
産所得、仕送り等、経時的な変化を追跡す
ることが困難と思われる所得項目の存在な
ど、長期にわたる計算結果の信頼性を確保
するためには、データセットに関する精査
が不可欠である。なお本研究における結果
の解釈には、設定された経済前提への依存
を十分留意すべきであるということを強調
しておきたい。 

 財政検証プログラムの移植においては、
修正の効率と安全性が飛躍的に向上するモ
デルの構築を行った結果、中長期的な最大
の展望としての動学的マイクロシミュレー
ションとの連携の実現可能性が高まった。
これにより、短時間労働者への適用拡大な
どのミクロな制度変更が、マクロな年金収
支やマクロ経済スライドの調整期間に与え
る影響を、従来のような簡便な補正ではな
く、ボトムアップで正確に算出できる画期
的な道が開ける。今後はミクロモデルとマ
クロモデルを完全に統合した、次世代の統
合年金収支計算シミュレータを実現するこ
とが中核的な研究課題となる。今後、年金
制度の適用拡大の対象者など、個人レベル
の多様な属性やキャリア軌跡を精緻にシミ
ュレートしたミクロデータを、本 Python 
マクロモデルのインプットとして動的に接
続することで、より解像度が高く機動的な
「次世代統合シミュレーションモデル」の
構築へとつながる研究課題に拡張してゆく
ことが必要である。 
 
F. 健康危険情報 
 該当なし 
 
G. 研究発表 
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H. 知的財産権の出願・登録状況 
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図 1 基準ケースにおける相対的貧困率とジニ係数 
 

 

図 2 適用拡大による相対的貧困率の変化 
 



 

図 3 適用拡大によるジニ係数の変化 
 

 

図 4 マクロ経済スライドの調整期間による相対的貧困率の変化 



 

図 5 マクロ経済スライドの調整期間によるジニ係数の変化 
 

 

図 6 基礎年金 45 年化による相対的貧困率の変化 
 

 



 

図 7 基礎年金 45 年化によるジニ係数の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
図 8 集計変数の時系列的推移（水準） 

 
 
 

 

 



 
図 9 集計変数の時系列的推移（乖離率） 
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研究要旨 
 

目的 本研究の目的は、社会保障制度の改正や各種給付等による所得再分配への影響を
試算する手法として、マイクロシミュレーション分析に着目し、属性別の影響を把握す
るためのモデルを構築することにある。 
 
方法 Python により動的マイクロシミュレーションを実行できるモデルを構築し、シミ
ュレーションから相対的貧困率やジニ係数等の指標まで計算する。データは国民生活基
礎調査の所得・貯蓄票および世帯票をベースに、各種パラメータとして「日本の将来推
計人口」「人口動態統計」「労働力調査」、さらには財政検証の基礎データを用いる。 
 シミュレーションにおいては個人の出生・死亡・就学・卒業・就職・失業・引退・結
婚・離婚などのライフイベントの発生確率を各期与えるほか、与えた就業状態をもとに
所得を変化させ、さらにその所得を税や社会保険料の金額にも反映させる。社会保険料
のうち、特に年金保険料については、それを将来の年金受給額にも反映させることで、
年金給付水準に関するシミュレーションも行う。シミュレーションにおいては、(1) 厚
生年金の適用拡大、(2) マクロ経済スライドの期間の調整、(3) 国民年金の期間延長の
3 点について、いくつかのケースを想定する。 
 
結果 基準ケースにおいて、相対的貧困率は 2050 年頃まで上昇傾向にあり、24.6%程度
まで達するが、その後は緩やかに下落傾向にある。ジニ係数は 2040 年頃に 39.2%程度
でピークに達し、その後は相対的貧困率と同様に、緩やかな下落傾向に転じる。 
 適用拡大による影響は相対的貧困率、ジニ係数ともにそれほど大きくはない。ケース
ごとに見ると、相対的貧困率は当初は基準ケースで最も低いが、2020 年代後半からは最
も高くなり、その後も多少の変動はあるものの、2060 年度までのほとんどの期間で最も
高い値となる。2020 年代後半から 2040 年前後までほぼ一貫して最も低い値にある適用
拡大④のケースは、2040 年代初頭を境に、他の適用拡大のケースよりも相対的貧困率が 



 

高くなっていく。変わって 2040 年代前半以降、最も相対的貧困率が低くなるのは適用
拡大①のケースである。 
 マクロ経済スライドの調整期間を基礎年金部分と報酬比例部分で一致させることで
相対的貧困率はほぼすべての期間でわずかに低下する。2040 年代前半までは大きな差
は出ないが、それ以降、低成長を仮定する過去 30 年投影ケースにおいて急速に相対的
貧困率が上昇し、2060 年度には基準ケースと比較して 9 ポイント程度の差となる。ジ
ニ係数は相対的貧困率とは逆に、調整期間を一致させることですべての期間でわずかに
上昇する。 
 基礎年金の拠出期間を 45 年化することはすべての期間で相対的貧困率をわずかに低
下させる。同様に、基礎年金 45 年化によりジニ係数もわずかに低下する。ただし、い
ずれも基礎年金 45 年化の影響はわずかなものにとどまる。 
 
考察 相対的貧困率、ジニ係数ともにしばらくの間上昇傾向を示すことは、所得項目の中
で雇用者所得のみが一定率で上昇するような設定になっていることが原因ではないか
と考えられる。一方で両変数とも長期的には低下に転じるが、これは高齢化により退職
世代が増加し、また新たに退職世代となる者は現役時の雇用者所得の伸びにより、比較
的高い年金給付を受けられるためではないかと考えられる。 
 今後の適用拡大の対象者は比較的低所得と思われる者が多く、そのような性質をもつ
適用拡大の対象者について相対的貧困率が低下するものと考えられる。一方で被保険者
が加齢し、受給者に変化していくことや、適用拡大によっても依然として厚生年金の対
象とならない自営業者等と拡大対象となる者との間で格差を生じさせることが、相対的
貧困率やジニ係数の長期的な変化につながっていると考えられる。 
 マクロ経済スライドの調整期間一致に関しては、過去 30 年投影ケースの場合、調整
期間を一致させる場合に報酬比例部分の調整が行われることが、相対的貧困率のわずか
な上昇を引き起こしているものと考えられる。ジニ係数を見た場合には、前述の通り基
礎年金部分の調整が停止されることで引退世代の可処分所得が従前より増加し、再分配
が強まるためにジニ係数が低下すると考えられる。 
 基礎年金 45 年化の影響が小さいことは、拠出面、給付面ともに対象者が少ないため
と考えられる。 
 
結論 国民生活基礎調査をベースにして動的なマイクロシミュレーションモデルを構築
することにより、公的年金に関するさまざまな制度改正の長期的な効果を分析すること
の可能性が示された。ただし、若年層が過少であるといった国民生活基礎調査に由来す
るデータの制約、あるいは事業所得や財産所得、仕送り等、経時的な変化を追跡するこ
とが困難と思われる所得項目の存在など、長期にわたる計算結果の信頼性を確保するた
めには、データセットに関する精査が不可欠である。 
 



A. 研究目的 
 本研究の目的は、社会保障制度の改正や
各種給付等による所得再分配への影響を試
算する手法として、マイクロシミュレーシ
ョン分析に着目し、属性別の影響を把握す
るためのモデルを構築することにある。 
 
B. 研究方法 
 Python により動的マイクロシミュレー
ションを実行できるモデルを構築し、シミ
ュレーションから相対的貧困率やジニ係数
等の指標まで計算する。データは国民生活
基礎調査の所得・貯蓄票および世帯票をベ
ースに、各種パラメータとして「日本の将来
推計人口」「人口動態統計」「労働力調査」、
さらには財政検証の基礎データを用いる。 
 シミュレーションにおいては個人の出
生・死亡・就学・卒業・就職・失業・引退・
結婚・離婚などのライフイベントの発生確
率を各期与えるほか、与えた就業状態をも
とに所得を変化させ、さらにその所得を税
や社会保険料の金額にも反映させる。社会
保険料のうち、特に年金保険料については、
それを将来の年金受給額にも反映させるこ
とで、年金給付水準に関するシミュレーシ
ョンも行う。シミュレーションにおいては、
(1) 厚生年金の適用拡大、(2) マクロ経済
スライドの期間の調整、(3) 国民年金の期
間延長の 3 点について、いくつかのケース
を想定する。 
 厚生年金の適用拡大については、① 適用
拡大を行わない、② 企業規模要件撤廃＋非
適用業種の解消、③ 5 人未満個人事業所へ
の適用拡大、④ 週 10 時間以上の全ての被

用者へ適用拡大、というパターンに準拠し
た 4 種類のケースの比較を行う。 
 マクロ経済スライドについては、基準と
して高成長実現ケースを想定しつつ、成長
型経済移行・継続ケースと過去 30 年投影ケ
ースについて、マクロ経済スライドの調整
期間を一致させないケースと一致させるケ
ースの比較を行う。 
 国民年金の期間延長については、① 期間
延長を行わない、② 拠出期間を 64 歳まで
5 年間延長する、という 2 種類のケースに
ついての比較を行う。 
 
(倫理面への配慮) 
 国民生活基礎調査のデータは政策統括官
(統計・情報システム管理、労使関係担当)よ
り承認(厚生労働省発政統 0516 第 4 号令和
6 年 5 月 16 日)を受けて利用している。 
 
C. 研究結果 
 基準ケースにおいて、相対的貧困率は
2050 年頃まで上昇傾向にあり、24.6%程度
まで達するが、その後は緩やかに下落傾向
にある。またジニ係数は 2040 年頃に 39.2%
程度でピークに達し、その後は相対的貧困
率と同様に、緩やかな下落傾向に転じる。 
 適用拡大による影響は、相対的貧困率、ジ
ニ係数ともにそれほど大きくはない。ケー
スごとに見ると、相対的貧困率は、当初は基
準ケースで最も低いが、2020 年代後半から
は最も高くなり、その後も多少の変動はあ
るものの、2060 年度までのほとんどの期間
で最も高い値となる。2020 年代後半から
2040 年前後までほぼ一貫して最も低い値

なお本研究における結果の解釈には、設定された経済前提への依存を十分留意すべき
であるということを強調しておきたい。 



にある適用拡大④のケースは、2040 年代初
頭を境に、他の適用拡大のケースよりも相
対的貧困率が高くなっていく。変わって
2040 年代前半以降、最も相対的貧困率が低
くなるのは適用拡大①のケースである。 
 ジニ係数は 2040 年代半ばまで基準ケー
スで最も低くなり、2050 年頃まで適用拡大
④のケースで最も高くなる。その後は適用
拡大④のケースのジニ係数が急速に低下す
る一方、基準ケースでの低下は緩やかであ
り、結果的に基準ケースのジニ係数が最も
高い値となる。 
 マクロ経済スライドの調整期間を一致さ
せることで相対的貧困率はほぼすべての期
間でわずかに低下する。2040 年代前半まで
は大きな差は出ないが、それ以降、低成長を
仮定する過去 30 年投影ケースにおいて急
速に相対的貧困率が上昇し、2060 年度には
基準ケースと比較して 9 ポイント程度の差
となる。ジニ係数は相対的貧困率とは逆に、
調整期間を一致させることですべての期間
でわずかに上昇する。こちらは 2020 年代半
ばから急速に差が拡大するが、2040 年代半
ば以降の低下のスピードも他のケースより
もわずかに早いため、ケース間の差は縮小
傾向を示す。 
 基礎年金を 45 年化することはすべての
期間で相対的貧困率をわずかに低下させる。
同様に、基礎年金 45 年化によりジニ係数も
わずかに低下する。ただし、いずれも基礎年
金 45 年化の影響はわずかなものにとどま
る。 
 
D. 考察 
 相対的貧困率、ジニ係数ともにしばらく
の間上昇傾向を示すことは、所得項目の中

で雇用者所得のみが一定率で上昇するよう
な設定になっていることが原因ではないか
と考えられる。すなわち、雇用者所得が増加
し現役世代の所得が拡大している一方で、
退職世代はマクロ経済スライドが発動する
かどうかにかかわらず、年金給付は雇用者
所得ほどの増加とはならない。これが現役
世代と退職世代との間で格差を拡大させ、
相対的貧困率やジニ係数にも反映されてい
るものと考えられる。一方で両変数とも長
期的には低下に転じるが、これは高齢化に
より退職世代が増加し、また新たに退職世
代となる者は現役時の雇用者所得の伸びに
より、比較的高い年金給付を受けられるた
めではないかと考えられる。 
適用拡大が相対的貧困率やジニ係数にもた
らす影響は図 4、図 5 に示したが、適用拡
大④は最も広い範囲で適用拡大が行われ、
週の労働時間が 10 時間以上 20 時間未満の
者まで対象となるため、標準報酬が比較的
低い水準にあっても、厚生年金に加入する
ことになる。したがって適用拡大前の国民
年金保険料よりも、年金保険料の負担額は
減少する可能性がある。ただし賃金上昇に
より標準報酬が上昇すれば、そのメリット
が失われていく、すなわち長期的には国民
年金保険料よりも高い保険料を負担するこ
とになる可能性もある。一方で加齢により
被保険者から受給者に変われば、モデルの
設定上年金受給額は確実に増加する。した
がって年金給付が増加した分可処分所得が
上昇し、これが相対的貧困率を引き下げて
いる可能性が考えられる。 
 相対的貧困率が調整期間の一致によって
低下する原因は、特に基礎年金部分の調整
が早期に終了することにより、基礎年金部



分の給付しか受けない者や報酬比例部分の
少ない者の可処分所得が従前より増加する
ためと考えられる。ジニ係数が調整期間の
一致によって低下することも相対的貧困率
の低下と同様の理由と考えられる。 
 基礎年金 45 年化が相対的貧困率やジニ
係数にもたらす影響は既に示した通り非常
に僅かな変化にとどまった。これは拠出面、
給付面ともに対象者が少ないためと考えら
れる。まず拠出面を見れば、60～64 歳まで
の者のみが新たに被保険者となる。さらに、
雇用者であれば原則として厚生年金に加入
しているため、基礎年金 45 年化の影響は受
けない。したがって、新たに拠出を行う者の
数は比較的少数にとどまり、結果として影
響は小さいものと考えられる。また給付面
を見ると、40 年から 45 年へと延長される
ことによる基礎年金額の増加がそれほど大
きくないためと考えられる。 
 
E. 結論 
 国民生活基礎調査をベースにして動的な
マイクロシミュレーションモデルを構築す

ることにより、公的年金に関するさまざま
な制度改正の長期的な効果を分析すること
の可能性が示された。ただし、若年層が過少
であるといった国民生活基礎調査に由来す
るデータの制約、あるいは事業所得や財産
所得、仕送り等、経時的な変化を追跡するこ
とが困難と思われる所得項目の存在など、
長期にわたる計算結果の信頼性を確保する
ためには、データセットに関する精査が不
可欠である。 
 なお本研究における結果の解釈には、設
定された経済前提への依存を十分留意すべ
きであるということを強調しておきたい。 
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1 はじめに 
 本研究の目的は、社会保障制度の改正や各種給付等による所得再分配への影響を試算す
る手法として、マイクロシミュレーション分析に着目し、属性別の影響を把握するための
モデルを構築することにある。 
 「全世代型社会保障構築会議報告書」(令和 4年 12月 16 日)では、全世代型社会保障の
基本理念として、個別の社会保障政策における EBPM(証拠に基づく政策立案)の実現を目
指す必要があるとされた。本報告書の内容を踏まえ、今後、全世代型社会保障を構築して
いくためには、社会保障制度の改正等による所得再分配への影響について、その全体像を
把握したうえで、モデル世帯での影響を分析するとともに、所得階層や年齢階層、世帯構
造等の属性に応じた影響を明らかにする必要がある。 
 本研究に先立って、令和 5年度厚生労働科学研究「社会保障給付に関するマイクロシミ
ュレーション分析の研究」(研究代表者：佐藤格)では、国民生活基礎調査の調査票情報を
利用して静的なマイクロシミュレーション分析のモデルを構築し、社会保障制度の改正等
による所得再分配への影響を試算した。具体的には、(1)児童手当の拡充、(2)後期高齢者
医療制度の保険料引き上げ、(3)厚生年金の適用拡大といった制度改正等を想定し、相対的
貧困率やジニ係数の変化について分析を行った。 
 当該研究で構築した静的モデルは、短期的な所得再分配への影響を試算する際には有効
であるが、長期的な影響を試算するための分析には必ずしも適さない。したがって、将来
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にわたる影響を試算するためには、動的モデルを構築する必要がある。特に、公的年金の
ように異時点間の所得再分配を伴う制度改正等を分析対象とする場合には、個人のライフ
サイクルを考慮した動的モデルの構築が求められる。 
 国内の既往研究では、主に公的年金改革の効果等について動的モデルを構築した分析が
行われている(稲垣・金子(2008)、稲垣(2010)、白石(2008)など)が、当該モデルは他の政
策分野の制度改正等には対応していないほか、属性別の分析は必ずしも十分に行われてい
ない。以上を踏まえ、本研究では、幅広い社会保障制度の改正や税制、各種給付等に対応
し、なおかつ属性別の分析が可能な動的マイクロシミュレーション分析のモデルを構築し
た。 
 マイクロシミュレーションモデルはOrcutt(1957)により提唱されたものであり、税制や
年金制度など社会政策の変更や個々人の行動が、個々人の所得や生活にどのような影響を
与えるかミクロレベルで評価することを目的としたモデルである。日本でもマイクロシミ
ュレーションを用いたモデルの開発が行われており、1980年代に青井ほか(1986)で報告さ
れた INAHSIM(Integrated Analytical Model for Household Simulation)を用いたモデルを中
心に、さまざまな分析がなされている。また矢田(2011)によれば、マイクロシミュレーシ
ョンモデルを用いた分析は、行動変化を含むものであるかどうか、また分析を一時点で行
うか長期間で行うかで分類することができる。行動変化を含まないものは算術的
(Arithmetrical)モデル、行動変化を考慮したものは Behavioral モデルと呼ばれる。また一
時点で分析するものは静的(Static)モデル、将来にわたって長期間を分析するものは動的
(Dynamic)モデルと呼ばれる。 
 本研究は世帯構成などは遷移確率にしたがって変化するものの、効用関数の設定などは
行っていないことから、政策の変化による行動変化までは扱うことができていない。一方
で分析は 2060 年までの期間を対象としているため、将来にわたっての分析が可能な動的
モデルである。 
本稿では、作成したモデルを用いて、公的年金制度の改革が将来的に所得分配にどのよ

うな影響を与えるかに絞って分析を行う。公的年金制度については近年、厚生年金の適用
拡大がおこなわれ、また今後、マクロ経済スライドの期間調整をどうするかや国民年金の
加入期間延長をどうするかに関して、議論がある。これらの制度改革が将来的に所得分
配、具体的には相対的貧困率やジニ係数の値にどのような影響を及ぼすかについて、モデ
ルを用いて分析する。 
 本稿の構成は以下の通りである。続く第 2 節では、シミュレーションを行うためのデー
タと、モデルの構造を示す。第 3節ではシミュレーションのケース分け、第 4節ではシミ
ュレーションの結果を示し、第 5節で結果の考察を行う。第 6節で改めて結果を整理し、
今後の課題を記してむすびとする。 
 



2 モデルのデータと構造 

2.1 データ 

 モデルは国民生活基礎調査の所得・貯蓄票および世帯票をベースにして、各種のパラメ
ータが変化した際に所得配分がどのように変化するのかを、相対的貧困率やジニ係数をも
とに計測することを目指している。そのために、国民生活基礎調査のデータを可能な限り
そのまま利用し、後述する適用拡大のケース設定等に関して補足的にデータの加工を行っ
ている。また相対的貧困率やジニ係数は、いずれかの世帯員の可処分所得が欠損値である
場合には計算できない。したがって、すべての世帯員の可処分所得が欠損値ではないデー
タのみを利用してシミュレーションを行っている。この結果、所得票と世帯票をマッチン
グさせた 45,160名のデータのうち、30,652 名分のデータを用いてシミュレーションを行
っている。 
 出生は国立社会保障・人口問題研究所(2023)「日本の将来推計人口」の仮定値表 2「女
性の年齢各歳別出生率及び合計特殊出生率：出生中位・高位・低位(死亡中位)推計」よ
り、女性の年齢各歳別出生率(出生中位)を用いてパラメータを設定している。 
 死亡は国立社会保障・人口問題研究所(2023)「日本の将来推計人口」の仮定値表 7「男
女年齢別将来生命表：中位仮定」より、年齢各歳別死亡率を用いてパラメータを設定して
いる。 
 結婚確率については、「人口動態統計」の「保管統計表 婚姻 第 1表 婚姻件数，届出時
の年齢（各歳）・夫－妻・初婚－再婚別」を用いて、夫-初婚、夫-再婚、妻-初婚、妻-再婚
別の婚姻確率を計算した。また離婚確率については、妻の年齢と年齢別日本人人口から計
算した。 
 雇用者所得については、賃金関数を推定し、その結果を適用する。また雇用者所得は毎
年一定の率で上昇するものとする。この率については、財政検証の経済前提に沿う形で設
定している。賃金関数は男性、女性それぞれについて、年齢階級ダミー、週労働時間ダミ
ー、企業規模ダミーを説明変数にして推定を行い、以下の結果を得ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



表 1 賃金関数の推定結果 男性 

 
 

表 2 賃金関数の推定結果 女性 

 
 

男性
推定値 標準誤差 t値 P値

年齢階級[2] 68.93971 30.34312 2.27 0.023
年齢階級[3] 191.8785 29.80222 6.44 0
年齢階級[4] 270.7957 29.29719 9.24 0
年齢階級[5] 329.2022 28.98149 11.36 0
年齢階級[6] 381.8863 28.80608 13.26 0
年齢階級[7] 414.9982 28.56424 14.53 0
年齢階級[8] 460.0037 28.63962 16.06 0
年齢階級[9] 462.5882 28.77536 16.08 0
年齢階級[10] 314.728 28.73697 10.95 0
年齢階級[11] 190.8569 29.2646 6.52 0
年齢階級[12] 130.0001 29.20523 4.45 0
週労働時間[1] -106.359 15.88154 -6.7 0
週労働時間[2] -67.1315 16.42145 -4.09 0
企業規模[1] -118.104 6.540251 -18.06 0
企業規模[2] -157.778 17.12374 -9.21 0
定数項 128.4746 27.46474 4.68 0

女性
推定値 標準誤差 t値 P値

年齢階級[2] 69.24424 21.83055 3.17 0.002
年齢階級[3] 168.2079 21.73207 7.74 0
年齢階級[4] 148.6299 21.57014 6.89 0
年齢階級[5] 171.1978 21.15855 8.09 0
年齢階級[6] 185.3335 21.07085 8.8 0
年齢階級[7] 205.514 20.85016 9.86 0
年齢階級[8] 207.3824 20.768 9.99 0
年齢階級[9] 188.9323 20.9807 9.01 0
年齢階級[10] 145.2208 21.02593 6.91 0
年齢階級[11] 90.92915 21.83387 4.16 0
年齢階級[12] 64.96121 22.09898 2.94 0.003
週労働時間[1] -109.917 6.984795 -15.74 0
週労働時間[2] -70.5374 8.850706 -7.97 0
企業規模[1] -36.8276 4.614131 -7.98 0
企業規模[2] -87.238 10.95647 -7.96 0
定数項 95.24196 20.14086 4.73 0



2.2 構造 

 モデルは動的なマイクロシミュレーションを行うためのものであり、個人の出生・死
亡・就学・卒業・就職・失業・引退・結婚・離婚などのライフイベントの発生確率を各期
与えることができるものとなっている。また所得が就業状態に応じて変化し、さらにその
所得が税や社会保険料の金額にも反映される。社会保険料のうち、特に年金保険料につい
ては、それが将来の年金受給額にも反映されることとなる。それぞれのライフイベントに
ついては次のように決定される。 
 
(1) 出生 
 15～49 歳の女性には年齢各歳別出生率を用いて設定した確率にしたがい、出生というイ
ベントが発生する。ここで設定した確率に該当した場合、その個人は子を生むものとす
る。また、生まれた子の性比は男 105.3：女 100 に設定する。 
 出生が発生した場合、出生した個人には新しい個人識別番号を付与する。また誰がこの
個人の母親かを識別するための番号や、世帯識別番号も付与する。さらに、就業状態も付
与されるが、出生時点から 14 歳までの就業状態はつねに「学生」とする。 
 
(2) 死亡 
 死亡はすべての個人に発生するイベントである。毎期設定した確率にしたがい、個人は
死亡する。死亡した場合、当該個人の識別番号は抹消される。また死亡した個人が結婚し
ていた場合には、配偶者の配偶状態が死別に変更される。 
 
(3) 就学・就業・失業 
 15 歳以上 64 歳以下の学生について、確率にしたがい教育状態を決定する。15歳以上
64 歳以下かつ学生という条件を満たした個人については、毎期在学か卒業かが判定され
る。なお、一旦卒業した個人については、再度学生に戻ることはないと仮定する。また、
在学中の場合、年齢に応じて学校種類を更新する。 
 卒業した場合、当該個人は就業するかどうかが決定される。就業状態は、仕事の有無、
勤めか自営か、勤めの場合の企業規模、という順序で決定される。仕事の有無は就業確率
を与えて決定する。なお、14 歳以下および 70歳以上の場合は働いていないものとする。
毎期決定される就業確率において、「仕事なし」となった場合には、当該期においては失
業しているという扱いになる。後述するように、仕事ありかつ勤めの場合には、雇用者所
得が発生する。また、公的年金について給付額を決定するため、厚生年金の適用対象とな
る働き方である場合には、その年数を累積させる。 
 また適用拡大の影響を分析するために、企業規模と週労働時間については追加的な設定
を行う。週労働時間は国民生活基礎調査より性・年齢階級、労働時間別の人数を計算し、



それをもとに 10 時間未満、10 時間以上 20時間未満、20時間以上となる確率とした。 
 

表 3 週労働時間の確率 

 
 
(4) 引退 
 (3)で示したように、70 歳以上の場合には就業確率は与えず、働いていないものとす
る。すなわち、70 歳以上は引退しているという扱いにする。 
 
(5) 結婚 
 結婚は 18 歳以上かつ婚姻状態が未婚・死別・離別の個人に発生する。各女性について
結婚確率を判定し、年齢差 5歳以内の未婚・離別・死別であり、かつ別世帯の男性と結婚
が発生する。結婚が発生した場合には新しい世帯識別番号と配偶者の識別番号を付与し、
婚姻状態を既婚に設定する。 
 
(6) 離婚 
 離婚は既婚の個人に発生する。既婚女性に対して離婚確率を判定し、離婚が発生する。
離婚が発生した場合には当該女性及び当該世帯の子は既存の世帯識別番号を引き継ぎ、男
性に対しては新たな世帯識別番号を付与する。婚姻状態については離別に変更する。 
 

2.3 所得と拠出金 

所得および拠出金の一部項目については、以下に示す通り、モデル内で毎期の値を計算

男性 女性

10時間未満
10時間以上
20時間未満

20時間以上 10時間未満
10時間以上
20時間未満

20時間以上

15～19 0.0612 0.1837 0.7551 0.1020 0.2449 0.6531
20～24 0.0700 0.1111 0.8189 0.0922 0.1170 0.7908
25～29 0.0164 0.0262 0.9574 0.0197 0.0395 0.9408
30～34 0.0164 0.0140 0.9696 0.0178 0.0414 0.9408
35～39 0.0133 0.0114 0.9752 0.0243 0.0728 0.9029
40～44 0.0094 0.0109 0.9797 0.0392 0.0989 0.8619
45～49 0.0142 0.0083 0.9775 0.0346 0.0935 0.8720
50～54 0.0107 0.0155 0.9738 0.0346 0.1188 0.8466
55～59 0.0196 0.0065 0.9739 0.0268 0.1114 0.8618
60～64 0.0197 0.0301 0.9502 0.0513 0.1442 0.8044
65～69 0.0466 0.0816 0.8717 0.0757 0.1833 0.7410
70～74 0.0743 0.1337 0.7921 0.0847 0.1852 0.7302



する。 
 
(1) 雇用者所得 
 仕事ありかつ勤め(雇用者)となった場合、雇用者所得が発生する。雇用者所得は賃金関
数を推定し、その結果をもとに与えている。また雇用者所得は賃金上昇率にしたがい毎期
上昇するものと想定する。この賃金上昇率はシミュレーションの開始時点で設定する。 
 
(2) 公的年金給付 
 公的年金給付は老齢年金のみを想定し、障害年金や遺族年金は扱わない。また老齢年金
については、繰り上げや繰り下げは想定せず、65 歳から受給開始するものとして計算す
る。基礎年金については満額受給するものと想定し、報酬比例部分は初期時点までの標準
報酬累計額とシミュレーション期間に決定される毎期の標準報酬の累積額を合計し、給付
算定式にしたがって決定する。 
 初期時点までの標準報酬累計額については 2024 年財政検証のデータをもとに計算す
る。財政検証には、性・年齢・被保険者期間別の被保険者数、待期者数、標準報酬総額累
計のデータがあるため、これらを用いて過去の標準報酬の額を決定する。具体的には、次
のような手順である。 
 
① 被保険者・待期者別に、被保険者期間を割り当てる。初期時点で厚生年金被保険者と
しての要件を満たす者は被保険者の表、そうでない者は待期者の表を用いて、初期時点に
おける被保険者期間を決定する。財政検証のデータでは年齢・被保険者期間別の人数が示
されているため、各年齢において被保険者期間が何年になるのかは確率的に与えることが
できる。図 1で示したのは被保険者の表であるが、待期者についても同様の表により人数
が示されている。 
 



 
図 1 財政検証の性・年齢・被保険者期間別被保険者数 

 
② 割り当てられた被保険者期間と、既に決定されている性・年齢から、被保険者、待期
者別に標準報酬総額累計の値を割り当てる。財政検証のデータでは年齢・被保険者期間別
の標準報酬総額累計の平均値が示されているため、この値を用いる。図 2が男性被保険者
に関する年齢・被保険者期間別標準報酬累計総額の平均値である。ただし財政検証のデー
タは平均値であるため、そのまま用いると、性・年齢・被保険者期間の等しい個人には、
同一の標準報酬総額累計の値が割り当てられることになる。これを補正するために、初期
時点における雇用者所得の値を用いる。ある性・年齢・被保険者期間の個人について、当
該個人の雇用者所得の値と、その個人と同一の性・年齢・被保険者期間の者の雇用者所得
の平均値との比を計算し、その比を標準報酬総額累計に乗じることで、当該個人の標準報
酬総額累計とみなす 5。 
 

 
5 報酬比例部分の計算については https://www.nenkin.go.jp/service/yougo/hagyo/hoshuhirei.html に記さ
れているように、2003 年度以前と以後で給付乗率が異なる。ただし本研究において利用しているデータ
からは、各個人の 2002 年度以前の被保険者期間および 2003 年度以降の被保険者期間を特定することが
できない。したがって本研究では、給付乗率はすべての期間について 5.481/1000 を仮定する。 



 
図 2 財政検証の性・年齢・被保険者期間別標準報酬総額累計 

 
 ①および②で計算した仮想的な被保険者期間と標準報酬総額累計を初期値として、シミ
ュレーション期間においては、各個人が 64 歳に達するまでの各期の雇用者所得額を累積
させ、これを年金給付額を算定するための標準報酬総額とする。最終的に、これに給付乗
率を乗じ、さらに 12 倍することによって、年間の公的年金給付額とする。またこの金額
は毎期物価上昇率とマクロ経済スライド率により調整される。物価上昇率はシミュレーシ
ョンの開始時点で設定する。またマクロ経済スライドの終了年度は基礎年金部分・報酬比
例部分をそれぞれシミュレーションの開始時点で設定する。 
 
(3) 児童手当 
 児童手当については、世帯内に 3 歳未満の個人がいれば、対象者数×15,000 円、また世
帯内に 3歳以上 18歳以下の個人がいれば、対象者数×10,000円と計算し、両者を合計し
た値を世帯主に給付すると計算している。 
 
(4) 所得税 
 所得税については最初に課税される所得金額を計算し、それをもとに累進的な税率を適



用する 6。課税される所得金額は、雇用者所得、事業所得、農耕・畜産所得、家内労働所
得、財産所得、公的年金・恩給、雇用保険、児童手当等、その他の社会保障給付金、仕送
り、企業年金、個人年金等、その他の所得の和から、医療保険料、年金保険料、介護保険
料、雇用保険料を控除することで計算される。その上で、所得税の税率の計算式にしたが
った計算を行う 7。また、公的年金への所得税・個人住民税は、公的年金等控除の適用な
どで税負担が軽減されていることを反映し、本稿では課税されないと考えた。 
 

表 4 所得税の税率表 

 
 
(5) 住民税 
 住民税は課税される所得金額に対して 10%とする。 
 
(6) 年金保険料 
 年金保険料は年齢のほか、雇用者所得があるかどうかによって金額が異なる。年齢が 15
歳以上 69 歳以下であり、雇用者所得が 0 でない場合には、雇用者所得に 9.15%を乗じた
額とする。ただし、適用拡大の対象とならない場合にはこの方法は適用されず、以下の方
法により決定される。 
 年齢が 20 歳以上 59 歳以下であり、雇用者所得が 0の場合には、年額 198,240 円とす
る。適用拡大の対象とならない場合には、雇用者所得が 0でない場合にもこの金額とな
る。なお、年齢が 20 歳以上 59 歳以下であり雇用者所得が 0であっても、配偶者が厚生年
金に加入しており、本人の年収が 130 万円未満の者は、第 3 号被保険者として保険料の負
担はしないものとする。 
 

 
6 所得税及び住民税に共通する課題として、課税される金額の計算に当たっては、社会保険料については
控除しているものの、給与所得控除や基礎控除等の反映ができていない。したがって、租税負担が過大に
推計されている可能性があることが、本モデルの限界である。 
7 https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/shotoku/2260.htm を参照されたい。 

課税される所得金額 税率 控除額
~194.9万円 5% 0円

195～329.9万円 10% 9.75万円
330～694.9万円 20% 42.75万円
695～899.9万円 23% 63.6万円
900～1799.9万円 33% 153.6万円
1,800～3,999.9万円 40% 279.6万円
4,000万円以上 45% 479.6万円



(7) 上記以外の所得 
 上記に挙げた項目以外の所得および拠出金、すなわち所得として事業所得、農耕・畜産
所得、家内労働所得、財産所得、雇用保険、その他の社会保障給付金、仕送り、企業年
金、個人年金等、その他の所得、拠出金として固定資産税・都市計画税、自動車税・軽自
動車税・自動車重量税、医療保険料、介護保険料、雇用保険料、企業年金掛金、仕送りに
ついては、シミュレーション期間内において初期値が継続するものと想定する。これらは
もちろん非現実的な仮定だが、本稿では公的年金制度のあり方が所得分配に及ぼす影響を
分析するため、このように設定した。 
 
(8) 可処分所得 
 可処分所得は雇用者所得、事業所得、農耕・畜産所得、家内労働所得、財産所得、公的
年金・恩給、雇用保険、児童手当等、その他の社会保障給付金、仕送り、企業年金、個人
年金等、その他の所得の和から、所得税、住民税、固定資産税・都市計画税、自動車税・
軽自動車税・自動車重量税、医療保険料、年金保険料、介護保険料、雇用保険料、企業年
金掛金、仕送りを控除することにより計算される。なお、(1)～(7)で計算している各項目
はすべて個人単位の値となっているため、これらを集計して計算される可処分所得は個人
単位の値である。シミュレーションの終了後に計算される相対的貧困率やジニ係数は等価
可処分所得、すなわち世帯の可処分所得を世帯人員数の平方根で除算した値がもとになる
ため、世帯単位での集計も行う必要がある。 
 
 

3 シミュレーションのケース分け 
 シミュレーションにおいては、(1) 厚生年金の適用拡大、(2) マクロ経済スライドの期
間の調整、(3) 国民年金の期間延長の 3 点について、いくつかのケースを想定する。 
 厚生年金の適用拡大については、第 16 回社会保障審議会年金部会資料 1 「令和
6(2024)年財政検証結果の概要」8を参考に、① 適用拡大を行わない、② 企業規模要件撤
廃＋非適用業種の解消、③ 5人未満個人事業所への適用拡大、④ 週 10 時間以上の全ての
被用者へ適用拡大、というパターンに準拠した 4種類のケースを想定した 9。ただし、国
民生活基礎調査のデータからは、適用事業所と非適用事業所を区別することができないこ
と、また企業規模に関する区分が異なることなどから、必ずしも上記資料で示されている
適用拡大の想定とは一致するものではなく、それに伴い、それぞれの適用拡大の対象とな

 
8 https://www.mhlw.go.jp/content/001270476.pdf 
9 これによれば、企業規模要件を撤廃し、非適用業種を解消することで 90 万人、さらに賃金要件を撤廃
し、5 人未満個人事業所にも適用拡大することで 270 万人、週 10 時間以上のすべての被用者へ適用拡大
することで 860 万人が適用拡大の対象となると計算されている。 



る人数の割合も一致しない。ただし可能な限りの調整は行っており、国民生活基礎調査で
企業規模 30～99 人となっている部分については、就業構造基本調査を用いて分割を試み
た。すなわち、「令和 4 年就業構造基本調査全国結果」の第 16 表では企業規模が 1 人、2
～4人、5～9 人、10～19人、20～29 人、30～49人、50～99 人、...となっているため、
30～49 人と 50～99 人の数を用いて比率を計算し、他の条件を満たしている場合、企業規
模 30～99 人の者のうち 41.1%は 30～49 名、58.9%は 50～99 名の企業に勤務していると
仮定している。さらに 50～99 名の企業に勤務している場合には、既に厚生年金が適用さ
れていると仮定している。令和 2年までの適用拡大では 50 人超 100 人以下のように、企
業規模 50 人である場合には適用対象とはなっていないと考えられるが、就業構造基本調
査でもこのずれは補正できないので、ここは 30～49 名と 50～99 名で区別している。 
 マクロ経済スライドについては、基準として高成長実現ケースを想定しつつ、成長型経
済移行・継続ケースと過去 30 年投影ケースにおける調整を検討した。「令和 6(2024)年財
政検証結果の概要」においては、マクロ経済スライドの調整終了年度を、高成長実現ケー
スでは基礎年金 2039 年、報酬比例部分調整なし、成長型経済移行・継続ケースでは基礎
年金 2037 年、報酬比例部分調整なし、過去 30 年投影ケースでは基礎年金 2057年、報酬
比例部分 2026 年としている。これがマクロ経済スライドの調整期間の一致を図った場合
には、スライド調整の最終年度は、成長型経済移行・継続ケースでは基礎年金・報酬比例
部分ともに調整なし、過去 30 年投影ケースでは基礎年金・報酬比例部分ともに 2036 年と
計算されている。これらの計算結果をベースにして、① 基礎年金 2039 年、報酬比例部分
2023年、② 基礎年金 2037 年、報酬比例部分 2023 年、③ 基礎年金 2057 年、報酬比例部
分 2026 年、④  基礎年金 2023 年、報酬比例部分 2023 年、⑤ 基礎年金 2036年、報酬比
例部分 2036 年という 5種類のケースを想定した 10。なお、高成長実現ケース、成長型経
済移行・継続ケース、過去 30 年投影ケースでは、それぞれ物価上昇率や賃金上昇率の設
定も異なっている。具体的には、高成長実現ケースでは物価上昇率 2.0%、実質賃金上昇率
(対物価)2.0%、成長型経済移行・継続ケースでは物価上昇率 2.0%、実質賃金上昇率(対物
価)1.5%、過去 30 年投影ケースでは物価上昇率 0.8%、実質賃金上昇率(対物価)0.5%であ
る。毎期の年金給付水準と雇用者所得はこれらの値で変化させることとする 11。また、マ
クロ経済スライドの調整率は 0.9%と想定する。 
 国民年金の期間延長については、① 期間延長を行わない、② 拠出期間を 64 歳まで 5
年間延長する、という 2種類のケースを想定した。保険料拠出期間が 64 歳まで延長され
る場合には、基礎年金の給付額は従前の 45/40 倍としている。これらのケースを表にまと
めると次のようになる。 

 
10 シミュレーションの開始が 2023 年であることから、財政検証で「調整なし」となっているケースに対
応する最終年度は 2023 年としている。 
11 シミュレーション内にて扱う賃金は名目値であることから、上に示した物価上昇率と実質賃金上昇率の
和を名目賃金上昇率としている。 



表 5 シミュレーションのケース分け 

 

 表において、厚生年金の適用拡大について①③④と記しているが、それぞれ①は企業規
模要件撤廃、③は 5 人未満個人事業所への適用拡大、④は週 10 時間以上の全ての被用者
へ適用拡大を表している。 
 以上のケースについてシミュレーションを行い、比較を行う。マイクロシミュレーショ
ンは毎期乱数を発生させ、生存・死亡・就業・結婚・離婚・所得といった項目が確率的に
変化する。したがって、この確率計算を 50 回繰り返し、その平均をとることで最終的な
計算結果としている。 
 なお、これらのシミュレーションは、本来個人の年金拠出・給付に与える影響にとどま
らず、国民年金・厚生年金の財政にも影響を与えると考えられる。またその影響を反映
し、マクロ経済スライドの調整期間が変化する可能性もある。ただし年金財政への影響は
本シミュレーションによる分析の範囲を超えるものである。長期的には取り組む課題であ
り、まずは 1つの方向性として、財政検証プログラムの Python への移植を試みている。
これが第 2 部の川出論文であり、マイクロシミュレーションと財政検証の接続のための試
算を行っている。ただしデータの制約等により、財政検証の完全な再現や両者の接続は今
後の課題である。 
 
 

4 シミュレーションの結果 
 以下では、公的年金制度の変更が将来的な所得分配に及ぼす影響、具体的には国民全体
における相対的貧困率やジニ係数の変化に絞って分析を行う。分析期間は 2023年から
2060年までである。まず基準ケースを述べた後、いくつかの改革ケースについて分析結果
を示していく。 
 

物価上昇率 名目賃金上昇率 厚生年金の適用拡大 マクロ経済スライドの終了年度 基礎年金の拠出期間
基礎年金部分 報酬比例部分

基準 2.0 4.0 なし 2039 2023 40
A1 2.0 4.0 ① 2039 2023 40
A3 2.0 4.0 ③ 2039 2023 40
A4 2.0 4.0 ④ 2039 2023 40
B1 2.0 3.5 なし 2037 2023 40
B2 0.8 1.3 なし 2057 2026 40
B3 2.0 3.5 なし 2023 2023 40
B4 0.8 1.3 なし 2036 2036 40
C1 2.0 4.0 なし 2039 2023 45
参考1 2.0 3.5 なし 2039 2023 40
参考2 0.8 1.3 なし 2039 2023 40



4.1 基準ケース 

 まずは基準ケースの結果について見てみよう。相対的貧困率は 2050 年頃まで上昇傾向
にあり、24.6%程度まで達するが、その後は緩やかに下落傾向にある。またジニ係数は
2040年頃に 39.2%程度でピークに達し、その後は相対的貧困率と同様に、緩やかな下落傾
向に転じる。 

 

 

図 3 基準ケースにおける相対的貧困率とジニ係数 
 

4.2 厚生年金の適用拡大の効果 

 シミュレーションの対象とした、さまざまなシナリオに沿った動きも確認してみよう。
まずは適用拡大による影響である。適用拡大による影響は、相対的貧困率、ジニ係数とも
にそれほど大きくはない。ケースごとに見ると、相対的貧困率は、当初は基準ケースで最
も低いが、2020 年代後半からは最も高くなり、その後も多少の変動はあるものの、2060
年度までのほとんどの期間で最も高い値となる。2020 年代後半から 2040 年前後までほぼ
一貫して最も低い値にある適用拡大④のケースは、2040 年代初頭を境に、他の適用拡大の
ケースよりも相対的貧困率が高くなっていく。変わって 2040 年代前半以降、最も相対的
貧困率が低くなるのは適用拡大①のケースである。 
 ジニ係数は 2040年代半ばまで基準ケースで最も低くなり、2050 年頃まで適用拡大④の
ケースで最も高くなる。その後は適用拡大④のケースのジニ係数が急速に低下する一方、
基準ケースでの低下は緩やかであり、結果的に基準ケースのジニ係数が最も高い値とな
る。 



 

図 4 適用拡大による相対的貧困率の変化 
 

 

図 5 適用拡大によるジニ係数の変化 
 

4.3 マクロ経済スライドの調整期間一致の効果 

 次にマクロ経済スライドの調整期間との関係を見てみよう。まず前提として、本研究に
おけるシミュレーションでは財政検証に準拠したケース設定を行っているため、基本的に
は報酬比例部分の調整が先に終了し、そののちに基礎年金部分の調整が終了する。調整期
間の一致が図られた場合には、成長型経済移行ケース等においては報酬比例部分の調整期



間は変わらない。したがって、基礎年金・報酬比例部分ともに調整が行われている期間に
おいては、調整期間を一致させる場合、させない場合ともに、相対的貧困率にもジニ係数
にも差は発生しない。その結果、成長型経済移行を前提としたケースでは 2023年度以降
において、各ケースで差異が発生する。他方過去 30 年投影を前提としたケースでは、調
整期間を一致させることにより、報酬比例部分の調整期間も 2036 年度まで延長される。
したがって過去 30年投影ケースにおいては、2026 年度までは調整期間を一致させるケー
スと一致させないケースでの差異は発生しないが、2026 年以降において、各ケースで差異
が発生する。 
 調整期間を一致させることで相対的貧困率はほぼすべての期間でわずかに低下する。
2040年代前半までは大きな差は出ないが、それ以降、低成長を仮定する過去 30 年投影ケ
ースにおいて急速に相対的貧困率が上昇し、2060 年度には基準ケースと比較して 9 ポイン
ト程度の差となる。ジニ係数は相対的貧困率とは逆に、調整期間を一致させることですべ
ての期間でわずかに上昇する。こちらは 2020 年代半ばから急速に差が拡大するが、2040
年代半ば以降の低下のスピードも他のケースよりもわずかに早いため、ケース間の差は縮
小傾向を示す。 

 

 

図 6 マクロ経済スライドの調整期間による相対的貧困率の変化 



 

図 7 マクロ経済スライドの調整期間によるジニ係数の変化 
 
  相対的貧困率、ジニ係数ともに、ケース間に大きな差を発生させるのは経済前提の違
いである。これを確認するために、マクロ経済スライドの調整期間は基礎年金部分 2039
年、報酬比例部分 2023年に揃えた上で、経済前提の差を反映させた結果が図 8および図
9 である。したがって、図 8、図 9 においては完全に経済前提の差のみが結果に差を生じ
させている。ここで示した通り、経済前提について高成長を想定したケースと成長型経済
を想定したケースの差はわずかなものにとどまるが、過去 30 年間の経済成長を投影した
ようなケースでは相対的貧困率やジニ係数が他のケースよりも明らかに大きな値となって
いる。 
 

 



 

図 8 経済前提の違いによる相対的貧困率の変化 
 

 

図 9 経済前提の違いによるジニ係数の変化 
 

4.4 基礎年金 45 年化の効果 

 最後に基礎年金の拠出期間を 45 年化したケースである。基礎年金を 45 年化することは
すべての期間で相対的貧困率をわずかに低下させる。同様に、基礎年金 45 年化によりジ
ニ係数もわずかに低下する。ただし、いずれも基礎年金 45 年化の影響はわずかなものに
とどまる。 



 

図 10 基礎年金 45 年化による相対的貧困率の変化 
 

 

 

図 11 基礎年金 45 年化によるジニ係数の変化 
 
 

5 考察 
 まず、図 3に見られるように、相対的貧困率、ジニ係数ともにしばらくの間上昇傾向を
示すことは、所得項目の中で雇用者所得のみが一定率で上昇するような設定になっている



ことが原因ではないかと考えられる。すなわち、雇用者所得が増加し現役世代の所得が拡
大している一方で、退職世代はマクロ経済スライドが発動するかどうかにかかわらず、年
金給付は雇用者所得ほどの増加とはならない。これが現役世代と退職世代との間で格差を
拡大させ、相対的貧困率やジニ係数にも反映されているものと考えられる。一方で両変数
とも長期的には低下に転じるが、これは高齢化により退職世代が増加し、また新たに退職
世代となる者は現役時の雇用者所得の伸びにより、比較的高い年金給付を受けられるため
ではないかと考えられる。 
適用拡大が相対的貧困率やジニ係数にもたらす影響は図 4、図 5 に示したが、適用拡大

④は最も広い範囲で適用拡大が行われ、週の労働時間が 10 時間以上 20 時間未満の者まで
対象となるため、標準報酬が比較的低い水準にあっても、厚生年金に加入することにな
る。したがって適用拡大前の国民年金保険料よりも、年金保険料の負担額は減少する可能
性がある。ただし賃金上昇により標準報酬が上昇すれば、そのメリットが失われていく、
すなわち長期的には国民年金保険料よりも高い保険料を負担することになる可能性もあ
る。一方で加齢により被保険者から受給者に変われば、モデルの設定上年金受給額は確実
に増加する。したがって年金給付が増加した分可処分所得が上昇し、これが相対的貧困率
を引き下げている可能性が考えられる。 
適用拡大の各ケースにおける貧困線の水準を示したものが図 12 である。適用拡大の順

番通りに貧困線が上昇していることがわかる。基準ケースでは貧困線も低いが、適用拡大
が行われないことで基礎年金部分の給付しか受けられない者も多いため、貧困線を下回る
高齢者が比較的多くなるのではないかと考えられる。適用拡大を行うケースでは適用拡大
の範囲が広がるにつれて貧困線が高くなっていくが、適用拡大④のような、比較的雇用者
所得が低いと思われる個人であれば、適用拡大による年金額の増加額も、比較的小さなも
のにとどまる可能性がある。したがって、長期的には適用拡大④のようなケースで、適用
拡大を行うケースの中では相対的貧困率が最も高くなるような状況が発生していると考え
られる。 

 



 

図 12 適用拡大による貧困線の変化 
 

 マクロ経済スライドの適用期間の一致が相対的貧困率やジニ係数にもたらす影響は図
6、図 7に示したが、相対的貧困率が調整期間の一致によって低下する原因は、特に基礎
年金部分の調整が早期に終了することにより、基礎年金部分の給付しか受けない者や報酬
比例部分の少ない者の可処分所得が従前より増加するためと考えられる。ジニ係数が調整
期間の一致によって低下することも相対的貧困率の低下と同様の理由と考えられる。 
 基礎年金 45 年化が相対的貧困率やジニ係数にもたらす影響は図 10、図 11 に示した
が、既に示した通り非常に僅かな変化にとどまった。これは拠出面、給付面ともに対象者
が少ないためと考えられる。まず拠出面を見れば、60～64 歳までの者のみが新たに被保険
者となる。さらに、雇用者であれば原則として厚生年金に加入しているため、基礎年金 45
年化の影響は受けない。したがって、新たに拠出を行う者の数は比較的少数にとどまり、
結果として影響は小さいものと考えられる。また給付面を見ると、40年から 45 年へと延
長されることによる基礎年金額の増加がそれほど大きくないためと考えられる。 
 
 

6 むすび 

 本研究においては動的なマイクロシミュレーションモデルを構築し、主に国民生活基礎
調査のデータを用いながら、厚生年金の適用拡大、マクロ経済スライドの調整期間一致、
基礎年金の 45 年化といった政策変化が所得分布に与える影響を検証した。シミュレーシ
ョンにより得られた結果を改めてまとめると以下のようになる。なお本研究における結果
の解釈には、設定された経済前提への依存を十分留意すべきであるということを強調して



おきたい。 
 第 1 に、基準となるケースにおいては、相対的貧困率、ジニ係数ともにしばらくの間

上昇するものの、相対的貧困率は 2050 年頃、ジニ係数は 2040 年頃をピークに、緩やかな
下落傾向に転じる。第 2に、適用拡大による影響は、相対的貧困率、ジニ係数ともにそれ
ほど大きくはない。ただし、適用拡大の範囲によって、短期的な影響と長期的な影響の方
向が異なる。短期的には適用拡大を広範に行うケースで相対的貧困率が低くなる一方、長
期的には適用拡大の範囲が狭いケースで相対的貧困率が低くなる。第 3に、マクロ経済ス
ライドの調整期間を基礎年金部分と報酬比例部分で一致させることは、ほぼすべての期間
において相対的貧困率をわずかに低下させ、ジニ係数をわずかに上昇させる。ただし経済
前提の影響が非常に大きく、調整期間の一致自体が与える影響は比較的小さなものにとど
まる。第 4 に、基礎年金 45 年化の影響は相対的貧困率、ジニ係数ともにわずかなものに
とどまる。 
 最後に、本研究に残された課題を挙げる。最も大きな課題は、「上記以外の所得」として
いる部分、すなわち所得として事業所得、農耕・畜産所得、家内労働所得、財産所得、雇
用保険、その他の社会保障給付金、仕送り、企業年金、個人年金等、その他の所得、拠出
金として固定資産税・都市計画税、自動車税・軽自動車税・自動車重量税、医療保険料、
介護保険料、雇用保険料、企業年金掛金、仕送りといった項目の精緻化である。これらの
所得は該当者も少なく、どのように割り当てるべきかの判断が非常に難しい 12。さらには
本研究のように長期間のシミュレーションを想定した場合、これらの所得の経時的な変化
はさらに追跡が困難になると考えられる。相対的貧困率やジニ係数といった値は可処分所
得額をもとにして計算されるため、この点の精緻化は非常に大きな問題である。しかしな
がら、初期値で固定することは非常に強い仮定であり、また①自動車重量税等を毎年支払
う設定になっていること、②年金以外の社会保険料が所得に連動せず固定となっているこ
と、③シミュレーション開始時に 40 歳未満の個人の介護保険料が将来にわたって拠出が
ないことになっていること、④仕送りが延々と続く設定になっていることなどが特に大き
な課題である。ただし、本研究のモデルにおいて、各個人の「上記以外の所得」の値は各
ケースでは差が生じない。すなわち、各ケースにおいて差が生じるのは、各個人の働き方
の違いとそれを通じた可処分所得の違い、さらにはそこから発生する税や社会保険料の拠
出額、最終的に年金給付額を決定するための標準報酬累計額といった項目であり、相対的
貧困率やジニ係数の値そのものは精緻化の中で変化が発生すると考えられるものの、各ケ
ースにおける値の変化の方向性は、基本的には本研究のモデルで示されていると考えられ
る。したがって、シミュレーションを実行可能なモデルの構築ができた部分は本研究の大
きな意義であるが、データの想定に関して、検討が不十分なところが残されている点が本

 
12 参考までに、使用している 30,652 名分のデータのうち、事業所得がある者は 1010 名、農耕・畜産所
得がある者は 401 名、家内労働所得がある者は 91 名、財産所得がある者は 1407 名といった状況であ
る。 



研究の限界である。 
 また、国民生活基礎調査のサンプルがもたらす人口分布の偏りも解決すべき問題であ
る。もちろん一時点であれば拡大乗数により補正が可能であり、特に八塩(2025)で示され
たような方法によって、適切な補正が実現することが明らかになっている。ただし動的な
シミュレーションを行う際には、特に国民生活基礎調査に見られるように若年層の人口が
過少になっていることは、将来の出生数を過少にしてしまうという問題があり、これは拡
大乗数でも解決できない問題であると考えられる。したがって、国勢調査により人口や世
帯の属性を反映した上で、国民生活基礎調査により所得の情報を与えるような仮想的な個
人・世帯を想定していくことも必要であると考えられる。これらは今後の課題として継続
的に取り組みたい。 
 繰り返しになるが、本研究の結果については、設定された経済前提やさまざまな仮定に
依存していることを十分留意すべきであると強調しておきたい。 
 
 

補論 シミュレーションモデルについて 

 本研究プロジェクトにて使用したモデルは、動的マイクロシミュレーションを扱うフリ
ーソフトである LIAM2を参考にして Pythonにて構築したものである。LIAM2をそのま
ま使用するわけではなく、Python を用いてモデルを構築した理由は、より汎用性のあるツ
ールを用いることにメリットがあると考えられるためである。具体的には、利用者が多く
なることにより、モデルの改良が進むと考えられる。さらには今後仮に LIAM2の開発や
公開が停止されたとしても、独自に改良を続けられると考えられる。また LIAM2 は結果
が特殊なファイル形式で出力されるという問題があった。Python で構築することにより、
出力形式なども比較的柔軟に選択することができるようになり、さらには繰り返し計算を
行った上で、その平均値を計算するといったことも可能になっているというメリットがあ
る。 
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 研究要旨 
 

目的 本研究は財政検証の計算ロジックを Python で再実装し、可読性・検証可能性・
将来の分析基盤（データサイエンス環境、マイクロシミュレーション連携など）との接
続を目的とする。特に、動学的マイクロシミュレーション（Dynamic 
Microsimulation）とのシームレスな接続を目指して、制度側からのプログラミング開
発を行う。 
 
方法 財政検証のプログラムの構造を解析するとともに、C を用いた公式な計算結果と
ともに、R を用いた先行研究、Pythonを用いた本研究の対照を行う。計算結果について
は、個々のセルの値を丁寧に突き合わせるミクロ検証と計数の集計値でかつ代表的な変
数となる収支変数に関するマクロ検証の両面から作業を進める。ミクロ計数からは制度
的な実装の整合性を確認し、マクロ計数からは制度全体の統合状況や誤差の全体から見
た誤差の発生状況を把握する。 
 
結果 Python を用いた財政検証の再現において、年金財政の議論で重視されやすい主要
な政策変数は実質的に一致している。また終了年度やスライド改定率に紐づく特定の行・
列に多少の乖離はあるものの、試算の中核となる水準指標は大きくずれていない。 
 「総報酬」や「保険料」といった上流の計算結果は参照データと実質的に一致してお
り、給付推計の入力となる収入経路のロジックは高い精度で揃っていることが確認でき
る。「収入計」については、全体平均で約 2%、終期の 2120 年時点で最大約 6.5% の
乖離にとどまっている。 
 長期収支の現状を見ると、最新のプロット結果では収入計の乖離率が平均 1.98%、最
大 6.48%である。終期における収支差や積立金の乖離も 15%前後まで縮小しており、実
用上のマクロトレンドの再現性は極めて高い。 



 
 

A.研究目的 
 本研究は財政検証の計算ロジックを 
Python で再実装し、可読性・検証可能性・
将来の分析基盤（データサイエンス環境、マ
イクロシミュレーション連携など）との接
続を目的とする。特に、動学的マイクロシミ
ュレーション（Dynamic Microsimulation）
とのシームレスな接続を目指して、制度側
からのプログラミング開発を行う。 
 また、本研究は 3 つの問いを目的として
構成される。第一に「なぜ Python による
再実装が必要か」という点である。これは、
旧来の C / C++ からなるレガシー実行系
の保守負荷を下げ、単一言語で一連の試算
を透過的に扱えるようにするためである。

第二に「計算結果は信頼できるか」という検
証の問いである。これに対しては、高橋他
(2023)による R をラッパーとして介して
実行した従来の公式モデルの出力（ゴール
デンデータ）と直接突き合わせる手法を採
り、実装漏れを特定・解消したうえで、実務
上許容できる水準に達しているかを確認す
る。第三に「将来何ができるようになるか」
という展望の問いである。Python のエコシ
ステムを活用することで、パラメータ変更
を伴う反復試算や高度な可視化、さらには
将来的なミクロデータとの接続など、分析
の拡張余地を確保することが狙いである。 
 
B.研究方法 

考察 本研究における最大の成果は、財政検証を構成する六つの主要計算ブロックがす
べて移植され、標準的な経済シナリオであれば Python だけで一貫してシミュレーショ
ンを実行できる段階に到達したことである。 
 既に記した通り、主要な政策変数は実質的に一致するような計算結果が得られてい
る。したがって、実用上のマクロトレンドの再現性は極めて高いと言える。ただし、す
べてのセルや系列が参照データと完全に一致したわけではなく、許容誤差に依存したタ
ーゲット等は技術負債として厳密に管理していく必要がある。 
 
結論 今後の法改正や制度変更に伴うロジック改修において、プログラミング支援型 AI 
などを活用しやすくなり、修正の効率と安全性が飛躍的に向上するモデルの構築を行っ
た結果、中長期的な最大の展望としての動学的マイクロシミュレーションとの連携の実
現可能性が高まった。これにより、短時間労働者への適用拡大などのミクロな制度変更
が、マクロな年金収支やマクロ経済スライドの調整期間に与える影響を、従来のような
簡便な補正ではなく、ボトムアップで正確に算出できる画期的な道が開ける。今後はミ
クロモデルとマクロモデルを完全に統合した、次世代の統合年金収支計算シミュレータ
を実現することが中核的な研究課題となる。今後、年金制度の適用拡大の対象者など、
個人レベルの多様な属性やキャリア軌跡を精緻にシミュレートしたミクロデータを、本 
Python マクロモデルのインプットとして動的に接続することで、より解像度が高く機
動的な「次世代統合シミュレーションモデル」の構築へとつながる研究課題に拡張して
ゆくことが必要である。 



 
 

 財政検証のプログラムの構造を解析する
とともに、C を用いた公式な計算結果とと
もに、Rを用いた先行研究、Python を用い
た本研究の対照を行う。まず外枠を置き、厚
生・国年・基礎の各勘定を順に埋め、最後に
厚生全体の収支表（01shushi 等）に集約す
る。 
 計算結果については、個々のセルの値を
丁寧に突き合わせるミクロ検証と計数の集
計値でかつ代表的な変数となる収支変数に
関するマクロ検証の両面から作業を進める。
ミクロ計数からは制度的な実装の整合性を
確認し、マクロ計数からは制度全体の統合
状況や誤差の全体から見た誤差の発生状況
を把握するアプローチとなっている。 
(倫理面への配慮) 
該当なし。 
 
C.研究結果 
 Python を用いた財政検証の再現におい
て、年金財政の議論で重視されやすい主要
な政策変数は実質的に一致している。また
終了年度やスライド改定率に紐づく特定の
行・列に多少の乖離はあるものの、試算の中
核となる水準指標は大きくずれていない。 
 「総報酬」や「保険料」といった上流の計
算結果は参照データと実質的に一致してお
り、給付推計の入力となる収入経路のロジ
ックは高い精度で揃っていることが確認で
きる。「収入計」については、全体平均で約 
2%、終期の 2120 年時点で最大約 6.5% 
の乖離にとどまっている。 
 長期収支の現状を見ると、最新のプロッ
ト結果では収入計の乖離率が平均 1.98%、
最大 6.48%である。終期における収支差や
積立金の乖離も 15%前後まで縮小しており、

実用上のマクロトレンドの再現性は極めて
高いと言える。 
 
D.考察 
 本研究における最大の成果は、財政検証
を構成する六つの主要計算ブロックがすべ
て移植され、標準的な経済シナリオであれ
ば Python だけで一貫してシミュレーショ
ンを実行できる段階に到達したことである。
計算の信頼性については、ミクロレベルで
の全セル比較（compare）によって実装漏れ
やデータの読み込みズレを徹底的に潰しつ
つ、マクロレベル（01shushi_sum プロット
等）で長期収支の動態を俯瞰的に確認する、
という双眼的なアプローチが有効に機能し
ている。既に記した通り、主要な政策変数は
実質的に一致するような計算結果が得られ
ている。したがって、実用上のマクロトレン
ドの再現性は極めて高いと言える。ただし、
すべてのセルや系列が参照データと完全に
一致したわけではなく、許容誤差に依存し
たターゲット等は技術負債として厳密に管
理していく必要がある。 
 
E.結論 
 今後の法改正や制度変更に伴うロジック
改修において、プログラミング支援型 AI 
などを活用しやすくなり、修正の効率と安
全性が飛躍的に向上するモデルの構築を行
った結果、中長期的な最大の展望としての
動学的マイクロシミュレーションとの連携
の実現可能性が高まった。これにより、短時
間労働者への適用拡大などのミクロな制度
変更が、マクロな年金収支やマクロ経済ス
ライドの調整期間に与える影響を、従来の
ような簡便な補正ではなく、ボトムアップ



 
 

で正確に算出できる画期的な道が開ける。
今後は、両モデル間で効率的に受け渡し可
能なデータフォーマット（Parquet 等）を整
備し、ミクロモデルとマクロモデルを完全
に統合した、次世代の統合年金収支計算シ
ミュレータを実現することが中核的な研究
課題となる。今後、年金制度の適用拡大の対
象者など、個人レベルの多様な属性やキャ
リア軌跡を精緻にシミュレートしたミクロ
データを、本 Python マクロモデルのイン
プットとして動的に接続することで、より
解像度が高く機動的な「次世代統合シミュ
レーションモデル」の構築へとつながる研
究課題に拡張してゆくことが必要である。 
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第 1 節：はじめに 

1.1 背景 

公的年金の財政検証は、人口・経済前提のもとで将来の収支見通しを試算し、制度の持続可
能性や調整の必要性を検討するための基盤である。厚生労働省が公表する財政検証の考え方や
結果の整理は、同省の資料 (厚生労働省, 2024a, 2024b) に示されている。 

一方、試算を担う実行プログラムは長年の改修を経て、C / C++ の実行ファイルが連鎖
し、中間結果を多数の CSV で受け渡す構成になっている。制度改正のたびに該当箇所の解読
と再コンパイルが必要になり、処理の全体像が分かりにくいことが、運用・研究の双方で障壁
になってきた。 

本プロジェクト（rev2024）は、この財政検証の計算ロジックを Python で再実装し、可読
性・検証可能性・将来の分析基盤（データサイエンス環境、マイクロシミュレーション連携な
ど）との接続を目指している。 

なお、本稿は、次の二つの読者を想定して書いている。 

 
1 日本大学経済学部教授 
2 国立社会保障・人口問題研究所社会保障基礎理論研究部第 1 室長 
3 京都産業大学経済学部教授 
4 神戸学院大学経済学部准教授 



 

• 財政検証の進捗だけを把握したい方: 財政検証移植プロジェクトが「何をしているか」
「どこまで終わっているか」を、専門用語を抑えて把握できること。 

• 年金財政に詳しく、プログラム実装にはあまり触れない方: 公式の財政検証の計算の流
れ（モジュールの役割）を、政策・数理の観点から理解できること。 

数式やソースコードの細部は、リポジトリ内の docs/PARITY_OVERVIEW_rev2024.md・
docs/PARITY_DEBUG_GUIDE.md・docs/CURRENT_ISSUES.md に委ねる。本稿は状況の要約
と構造の説明に重点を置く。 

 

1.2 本作業の目的 

本プロジェクトは、主に三つの問いを目的として構成されている。第一に「なぜ Python に
よる再実装が必要か」という点である。これは、旧来の C / C++ からなるレガシー実行系の
保守負荷を下げ、単一言語で一連の試算を透過的に扱えるようにするためである。第二に「計
算結果は信頼できるか」という検証の問いである。これに対しては、高橋他(2023)による R 
をラッパーとして介して実行した従来の公式モデルの出力（ゴールデンデータ）と直接突き合
わせる手法を採り、実装漏れを特定・解消したうえで、実務上許容できる水準に達しているか
を確認する。第三に「将来何ができるようになるか」という展望の問いである。Python のエ
コシステムを活用することで、パラメータ変更を伴う反復試算や高度な可視化、さらには将来
的なミクロデータとの接続など、分析の拡張余地を確保することが狙いである。 

 

1.3 構成 

第 2 節で財政検証プログラムの構造（年金専門家向け）と、公式 C・R・Python の対照表
（モデル作成者・プログラム作成者向け）、第 3 節で参照系の位置づけ、第 4 節で検証の考
え方と現在の進捗（初見向け）、第 5 節で精度・長期収支、第 6 節で結論と展望を述べる。 

 

第 2 節：財政検証プログラムの構造（年金財政の観点） 

財政検証とは、国民年金法第 4 条第 3 項および厚生年金保険法第 2 条第 4 項に基づき、少
なくとも 5 年ごとに実施が義務付けられた、公的年金制度の財政の現況および将来の見通し



 

の作成である (厚生労働省, 2024a, 2024b)。2004（平成 16）年改正により、保険料固定方式
と自動調整メカニズム（マクロ経済スライド）が導入されたことに伴い、財政検証は制度の長
期的均衡を確認する定期検証として制度化された。直近の 2024（令和 6）年財政検証は、厚
生労働省年金局数理課が実施・公表し、複数の経済シナリオのもとで 2060 年代までの所得代
替率や積立金の推移を試算している (厚生労働省, 2024a)。 

財政検証の問いは本質的に 2 つである。 

1. 給付水準の持続可能性: 現行制度を前提とした場合、将来の所得代替率は 50%を下回る
か。 

2. 財政均衡期間: マクロ経済スライドによる給付調整はいつ終了するか（調整終了 = 財政
均衡）。 

この 2 つの問いに答えるために、約 100 年先（2120 年頃）までの収支見通しが試算される。 

公的年金財政の三勘定構造 

財政検証を理解するうえで、公的年金財政が三つの勘定から構成されることを把握しておく
必要がある (厚生労働省, 2024a)。国の特別会計として、厚生年金勘定・国民年金勘定・基礎
年金勘定の三つが設けられており、それぞれの収支は以下のように構成される。 

厚生年金勘定は保険料収入・運用収入・国庫負担（1/2 相当）を収入とし、基礎年金拠出金
と報酬比例部分の厚生年金給付を主な支出とする。国民年金勘定は同様の構成に加え、付加年
金等の独自給付を支出とする。基礎年金勘定は、国民年金・厚生年金の両勘定からの基礎年金
拠出金のみを収入とし、基礎年金給付費を支出とする完全賦課方式の勘定で積立金を持たな
い。 

計算上の連結点: 基礎年金拠出金は、毎年度、国民年金・厚生年金の両勘定から「基礎年金
給付費を被保険者数に応じて頭割りで按分した額」として基礎年金勘定に拠出される。この頭
割り計算が基礎年金（bas）モジュールの核心的な役割である。 

財政方式（積立方式と賦課方式の中間） 

日本の年金財政は理念上の賦課方式・積立方式のいずれでもなく、両者の中間的な性格を持
つ (厚生労働省, 2024a, 2024b)。厚生年金勘定・国民年金勘定はともに積立金を保有している
が、2004 年改正以降の財政方式の設計上、「100 年後に支出の 1 年分の積立金を保有する」
水準が財政均衡の目安とされている。このため、積立金の推移（減少速度・枯渇時期）は財政
検証の重要な出力指標となる。 



 

マクロ経済スライドの仕組み 

マクロ経済スライドは、年金改定率から「スライド調整率」（公的年金被保険者数の変動率
＋平均余命の伸び率）を控除することで給付水準を自動的に調整する仕組みである (厚生労働
省, 2024a, 2024b)。名目額の引き下げを行わない名目下限措置と、未調整分を翌年度以降に繰
り越すキャリーオーバー制度により、デフレ期・低成長期には調整が先送りされる。 

財政検証の計算上、このマクロ経済スライドの調整率（cuta）が bas で算出され、下流の 
emp_shushi に引き継がれて最終的な収支見通しに反映される。これが本プロジェクトの cuta 
パリティの議論（第 4.3 節）と直接つながる。 

 

2.1 全体像：六つの計算ブロック 

公式モデルは、おおまかに次の順で前提 → 給付 → 国年 → 基礎 → 収支 → 分布へと計算が
進む。各ブロックは独立した実行ファイル（.exe）に相当し、Python 版では src/ 配下のモジ
ュールに対応する。各ブロックの構成については表 1 に整理した。 

イメージ: 上流で「世界の前提（外枠）」を置き、厚生・国年・基礎の各勘定を順に埋め、
最後に厚生全体の収支表（01shushi 等）に集約する。プログラム上は中間 CSV を次のブロッ
クが読む形だが、政策内容としては一つの試算シナリオの連鎖である。 

厚生労働省資料との対応箇所は以下のとおりである (厚生労働省, 2024a)。ブロック 1
（wakuc）は第 3 章第 4 節「経済前提の設定」・第 5 節「被保険者数の将来見通し」、ブロッ
ク 2（usys20）は第 6 節§1・§2、ブロック 3（nat）は第 3 節§2・第 6 節§2、ブロック 4
（bas）は第 6 節§3、ブロック 5（asys20）は第 7 節§4「年金財政の将来見通し」、ブロッ
ク 6（bunpu）は第 5 章「年金額の分布推計」にそれぞれ対応する。 

 

2.1.1 ブロック 1：外枠（wakuc） 

「外枠」は、試算全体の共通前提パッケージである。将来の収支見通しは人口・経済・労働
の前提に大きく左右されるため、wakuc がこの前提を試算し、後続の全モジュールが参照す
る。出力される主な量は以下のとおりである。 



 

具体的には、国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠した年齢・性別別の将来人口推計
をはじめ、厚生年金被保険者や第 1 号・第 3 号被保険者等の制度別・年齢別推計を算出す
る。また、年金制度の適用拡大の試算に直結するパート労働者の将来推移（simlpart.py）や、
国家公務員・地方公務員・私学共済といった共済組合系加入者の動態（simlkyos.py）に関する
ミクロ的な動きもここで推計される。さらに、賃金や物価指数の将来推移といったマクロ経済
前提もこのモジュールで生成され、試算全体の屋台骨を形成する。 

2024 年財政検証では成長型経済移行・継続ケース、過去 30 年投影ケース等の複数の経済シ
ナリオが想定されているが、これらの違いは wakuc 段階での経済前提パラメータの違いとし
て入力される。なお、各処理段階と対応する Python ファイルの一覧を表 2 に示す。 

 

2.1.2 ブロック 2：厚生年金・給付費推計（usys20 / emp_kyufu） 

「給付費推計」は、財政検証の最大かつ最も複雑なブロックである。厚生労働省資料第 3
章第 6 節§1・§2（「被保険者の区分、報酬及び保険料の推計方法」「受給者数及び給付水
準を維持した場合の給付費の推計方法」）に対応し、以下を推計する。 

本モジュールでは、まず年齢・性別・種別ごとの標準報酬額や加入期間の分布に基づき、被
保険者の将来像を推計する。その上で、老齢・遺族・障害といった各受給事由について、過去
の加入履歴を反映した年齢コーホートごとの積み上げ計算を実行し、受給者数の将来推移を導
き出す。最終的に、給付水準を現行のまま維持したと仮定した場合の粗ベースでの給付費の将
来推計や、マクロ経済スライド適用前の報酬比例部分の給付額が算出され、後続の収支計算モ
ジュールへと引き継がれる。 

年金受給は過去の加入履歴の蓄積であるため、現役世代の状況が将来の給付に反映されるま
でに数十年かかる。このタイムラグを年齢コーホート別に積み上げる計算（simlbzw.py、
simlrhnf.py）が数値処理の大部分を占め、単体完走に数分を要する。 

重要な実装制約: main.py は初期化（zero_init()）をループ前に 1 回だけ呼ぶ設計のため、複
数の pseid（制度）を同一プロセスで連続実行すると前制度の状態が配列に残留する。フルパ
リティの確認時は制度ごとに別プロセス起動（USYS20_PSEID_LIST=4 等の環境変数）が必須
となる。なお、各処理段階と対応する Python ファイルの一覧を表 3 に示す。 

 



 

2.1.3 ブロック 3：国民年金（nat） 

「国民年金」は、第 1 号被保険者（自営業者・農業従事者・学生・無職等）を主な対象と
した勘定の推計を担う。厚生労働省資料第 3 章第 3 節§2「国民年金」および第 6 節§2 が対
応箇所となる。推計する主な量は、第 1 号被保険者数・納付率・免除率・受給者数（老齢基
礎・障害基礎・遺族基礎）・国庫負担額である。 

FP 累積誤差が顕著なモジュール: nat は約 105 年分の年次ループ（2022〜2120 年）を回
し、各年で漸化式的な計算を繰り返す。C 言語の FMA 命令最適化と Python の厳格な
IEEE754 評価の差が累積した結果、最大約 2.36%の相対誤差が高齢・終期のセルに集中する
（第 5.1 節および表 4 参照）。 

 

2.1.4 ブロック 4：基礎年金（bas） 

「基礎年金」ブロックは、全制度共通の基礎年金給付費の計算と、各勘定への拠出金（頭割
り）の配分計算を担う。計算上の中心的な役割は以下の 3 点である。 

1. 基礎年金拠出金の頭割り計算 (atamawari.py): 基礎年金給付費を各制度の被保険者数に応
じて按分 

2. マクロ経済スライド改定率（cuta）の算出: スライド調整率を計算し、下流に引き渡す 
3. 国庫負担の計算: 給付費の 2 分の 1 に相当する国庫負担額の算定 

意図的なパリティ見送り: Bas モジュールでは、Python 版と R 版（参照データ）の間に意図的
なパリティ見送りが存在する。Python 版は C ソースの意図を正確に反映しているが、R 版が
独自の前提（計算終了年の延長・pre_cut 初期値の差異）を持つため、2025 年以降の cuta およ
び関連列を compare の exclude として固定している。cuta は下流の emp_shushi にも伝播する
ため、exclude の範囲は収支見通しにも及ぶ。具体的な出力項目は表 5 に整理した。 

 

2.1.5 ブロック 5：厚生年金・収支（asys20 / emp_shushi） 

「収支計算」は財政検証の最終集計段であり、厚生労働省資料第 3 章第 7 節§4「年金財政
の将来見通し」の出力に直接対応する。前段 4 ブロックの計算結果を入力として受け取り、
年度ごとの収支表（01shushi.*.csv）を生成する。計算する主な量は次のとおりである。 



 

収支計算の骨格は、収入と支出の差額を積立金に加減算していく動的な更新プロセスである。
まず、保険料収入、運用収入、国庫負担、および各種支援金収入を合算して「収入計」を求め
る。一方、下流へ支払う基礎年金拠出金や、厚生年金独自の給付、ならびに管理費等を合算し
て「支出計」とする。この収入計と支出計の差分が「収支差」となる。そして、前年末の積立
金に対して実質利回りを乗じて得られる「運用収入」を加味し、前年末積立金に収支差を加え
ることで、その年度の「年度末積立金」が確定する。この一連のサイクルを 100 年以上にわ
たって繰り返すことで、長期の財政見通しが構築される。 

 emp_shushi は上流 4 ブロックの出力をすべて入力として読むため、emp_shushi の長期収支
が参照データと一致していることは、パイプライン全体の整合性を間接的に示す「統合テス
ト」に相当する。一方、compare_outputs.py だけでは長期収支を十分に検証できない場合があ
る（PARITY_OVERVIEW_rev2024.md 参照）。 

• 盲点: 01shushiCSV では同一年度キーが収支見通しより前の別ブロックに先に出現する
と、キー比較は先頭行のみを見るため、収支見通しブロックが compare 対象から外れ
うる。 

• 補完: parity/plot_emp_shushi_parity.py（5 制度合算・「収支見通し【スライド調整
後】」）および parity/check_01shushi.py 等で長期系列を直接比較する（第 5.2 節）。 

• golden の注意: 現行 output/golden/fpp_r/.../01shushi では、スライド調整前の収入計が 
k≥25 で欠損（nan） となる世代がある。長期乖離の厳密比較では old_output/golden 
等、数値が揃った参照を baseline にする運用がある。関連する検証用スクリプト一覧
を表 6 に示す。 

 

2.1.6 ブロック 6：分布（bunpu）  

「分布」は、厚生労働省(2024a)の第 5 章「年金額の分布推計」に対応する。被保険者の標
準報酬分布や受給者の年金額分布を計算し、所得代替率等の分布ベースの政策指標を導出す
る。2024 年財政検証では、性別・生年度別の老齢年金月額の分布（5 万円未満〜25 万円以上
の区分別割合）と平均年金月額が公表されている (厚生労働省, 2024a)。財政検証の主要な収
支指標（積立金・所得代替率の代表値）は上流で計算済みであり、bunpu はその内訳・分布
の詳細化を担う補助的なブロックである。Python 版では標準シナリオにおける優先度は相対
的に低く、比較設定の整備は次フェーズの課題としている。 



 

 

2.2 厚生年金まわりの「制度別の枝」 

厚生給付・収支では、試算モデル内部で被保険者区分ごとに別ファイル・別計算枝が用意さ
れている。出力ファイル名の接尾辞（kou, kok, ren, sig など）と、内部 ID（pseid）で識別され
る（表 7 参照）。なお、定義のあいまいさに注意すべき点がある。ドキュメントや可視化ス
クリプトに出てくる「5 制度合算」は、国民年金・厚生・国保・地方共済・私学を法令上五つ
に並べた名称ではない。主に kok / kou / ren / sig / tou の五本の出力を年度で足し合わせたも
のである。接尾辞 kok を「国民健康保険（国保）」と読む表現が一部資料にあるが、本プロジ
ェクトでは正式な制度対応は確定していない（国年改定率ファイル KOKUKAITE など、
「国」系データとの関連はコード上ある）。制度名の正本は、元の C 仕様・業務資料との照
合が必要である。 

 

2.3 収支（shushi）の内容 

収支とは、ここでは emp_shushi が出力する 2.2 節で述べた 5 制度の長期の財政見通し表
（例: 01shushi.*.csv の「収支見通し【スライド調整後】」）を指す。年度ごとの収入計・支出
計・収支差・積立金などが並び、財政検証の結果を一望するための集計面である。 

• ミクロ的な一致: 各 CSV のセルを参照出力と一つずつ比較する（後述）。 
• マクロ的な一致: 上記の収支系列を年度軸で比較し、平均・最大乖離率を見る（本報告

第 5 節・図）。 

収支は、前段（給付推計・基礎年金・国年・外枠）の結果を入力として読み、収支計算ロジッ
クで再集計したものである。途中で無関係な数値をつぎはぎして収支だけ合わせているわけで
はない（compare の許容設定は「判定の閾値」であり、実行時に出力を書き換えるものでは
ない）。 

 

2.3.1 収支が長期に広がるメカニズム 

積立金は漸化式的に更新される。支出計にわずかな差があると、毎年の収支差に乗り、積立
金の水準差として蓄積し、翌年以降の運用収入（積立金×利回り）にも影響する。この複利的
な増幅により、初期の微小差が 100 年超の試算で終期付近の大きな乖離として現れる場合が



 

ある。これは「ロジックが間違っている」のではなく、同一ロジックで生じた微小差の動学的
増幅として理解すべきである（詳細は第 5.3 節）。 

 

2.3.2 先行研究との接続：プログラム再現の先行事例 

髙橋他 (2023) は 2019 年財政検証プログラムを Windows 環境で再現する際に以下の課題を
報告している。コンパイラの変更に伴うコマンド・関数の修正が必要となったこと、一部のオ
プション試算では正確な再現が困難だったこと、再現可能なシナリオでも公表結果と最大
1/100 程度の差が生じたことである。 

本プロジェクトは、こうした「バイナリ依存・環境依存」の問題を根本から解消することを
目的としている。Python による完全再実装により、コンパイラ依存・実行環境依存の問題が
なくなり、透明性と再現性が大幅に向上する。また、髙橋他 (2023)が報告した「再現誤差
（最大 1/100 程度）」は、本プロジェクトで取り組んでいる浮動小数点パリティ問題（第 5
節）と本質的に同じ課題であり、先行研究の知見を引き継いでいる。さらに、同論文が実施し
た経済前提の感度分析（経済変動に対する所得代替率の安定性の検証）は、Python 化によっ
て反復実行・可視化が容易になることで、より体系的に実施できる分析の一例でもある。 

 

2.4 レガシー構成の課題 

旧環境では、一部のコードを修正するたびにモジュールごとの再コンパイルが必要であり、
さらにモジュール間が膨大な CSV ファイルの I/O に依存していたため、デバッグ作業が極め
て困難であった。また、特定の C / C++ コンパイラや Windows 環境に依存したバイナリファ
イルで実行されるため、他環境への移植性や再現性に乏しいという弱点があった。加えて、そ
のような硬直化したパイプラインでは、分析に必須となる結果の可視化や、前提パラメータを
変化させた反復試算、あるいは外部のミクロ経済モデルとの連携といった拡張対応が容易では
なかった。本プロジェクトにおける Python 化は、これらすべての制約を緩和し、現代的なデ
ータ分析基盤へと移行させるための必須のプロセスである。 



 

 

2.5 三系統の対照（公式 C・R・Python）— 作成者向け 

財政検証の元のプログラム（C/C++ 実行ファイル）、財務省側で整備された R（R による
一括実行＋従来 exe）、本プロジェクトの Python（Python フォルダ） は、同じ試算の別実装
である。以下は「どの名前がどこに対応するか」を一覧にしたものである（パスは標準配置の
例。環境により R のルートは異なりうる）。 

 

2.5.1 実行単位（モジュール）の対応 

旧環境の C 言語モジュールと Python 実装のブロックごとの対応関係を表 8 に示す。読み替
えの要点は以下の通りにまとめられる。 

• Python では emp_kyufu＝usys20、emp_shushi＝asys20 とフォルダ名だけが変わってい
る。ログや環境変数は USYS20_*（給付）、KOUSEI_*（収支）が残る。 

• R は計算ロジックの実装ではない。fp_run01_*.R が 制御ファイル（*_CP.txt）を渡して 
exe を順に起動し、結果を suuri/rev2024/... に溜めるオーケストレーションである。 

 

2.5.2 実行順序の対応（注意：三つとも同一ではない） 

三系統（公式 C、R、Python）における実行順序の対応を表 9 に整理した。作成者向けの注
意: 順序が違っても、各ブロックが読む CSV のパスと試算番号（例: 1000-3001-1000）が揃っ
ていれば個別モジュールの突合は可能である。ただし 収支（asys20 / emp_shushi）は給付
（shus.*）・基礎（cuta 等）・国年改定率を入力にするため、実務上は 給付・基礎・国年の出
力が存在した後に収支を回す。 

 

2.5.3 データ置き場の対応（suuri/rev2024 ツリー） 

R / 公式 exe が慣習的に読み書きする R/suuri/rev2024/ と、Python が rev2024/output/（およ
び読取専用の rev2024/data/）に置くものの対応例を示す。ゴールデン比較では、R 側ツリーを 
rev2024/output/golden/fpp_r/suuri/rev2024/ にミラーする（parity/import_r_golden.py）。各環境
におけるデータの入出力と compare 対象 ID の対応については表 10 を参照のこと。ファイル



 

名の 1000-3001-1000 は、試算番号・経済前提番号・外枠番号の代表例（R 変数 ShisanNum, 
EconNum, 外枠番号）に対応する。 

 

2.5.4 制御・起動パラメータの対応 

各環境（R 版、Python 版）における制御・起動パラメータの対応を表 11 に示す。詳細な値
の一覧は docs/MODULE_PARITY.md 内の §A「管制の標準」を参照。 

 

2.5.5 usys20（厚生給付）内部：C ソースと .py の対応 

usys20.exe の処理の骨格は、sepsd（推計本体） が年度・種別ループを回す構造である。
Python では src/emp_kyufu/sepsd.py が同順序でモジュールを呼ぶ。C ソースと Python モジュ
ールの詳細な対応関係は表 12 の通りである。 

制度別実行: C / Python とも pseid ∈ {0,1,4,5}（kou / kok / ren / sig）ごとに給付推計を回
し、出力ファイル名の接尾辞 _kou, _kok, _ren, _sig に反映する（§2.2）。並列実行は Python 
のみ USYS20_PARALLEL=1 でオプションあり。 

 

2.5.6 asys20（厚生収支）内部：C ソースと .py の対応 

収支プログラム（asys20.exe）は、給付側の shus.*.csv（usys20 出力）を読み、基礎・国年・
外枠の各種 CSV を組み合わせて 01shushi（長期収支） 等を書く。収支側の詳細な構成につい
ては表 13 を参照。 

収支側の制度インデックス: fopn.py では ifp10_usys[i] が i=1..4 → kou, kok, ren, sig（tou は 
usys20 が出さない場合のフォールバックあり）。出力ファイル名の _08kok 等は、この i と接
尾辞の対応で追跡する。 

 

2.5.7 その他モジュール（nat / bas / wakuc）の Python 配置 

その他の主要モジュールにおける C 言語ソースと Python の配置の対応を表 14 に整理し
た。 



 

2.5.8 本対照表の使い方（作成者向け） 

実務において R 側の出力に疑義が生じた際は、まず R/suuri/rev2024/... のパスが上表のどの
モジュールに該当するかを特定する。次に、対応する output/... ディレクトリ下の出力を 
Python パイプラインで再生成し、compare_outputs.py による差分比較を実行することで問題箇
所を切り分ける。一方、Python 側の実装不備を修正する場合は、表内の C ソース列
（prog/usys20/... など）と Python ソース列を直接突き合わせ、元の .cpp の挙動を正解として 
Python コードを書き換えるアプローチをとる。また、長期収支に乖離が見られた場合の調査
手順としては、ミクロな数値差は 01shushi.*.csv で確認し、マクロな推移は 
parity/plot_emp_shushi_parity.py で可視化する。原因が上流にある場合は、給付モジュール出力
の shus.* から収支モジュール入力の rdfl や shus へとデータの流れを遡って追跡することが基
本となる。 

 

第 3 節： R 版と Python 版の関係 

3.1 三層の関係 

財政検証システムの三層構造における本プロジェクトの位置づけを表 15 に示す。Python 版
は R スクリプトの単純な翻訳ではない。C / C++ を読み解き、モジュール境界を保ちつつ 
Python で再構築している。R の出力は 「正解」ではなく参照データ として置き、差分が出た
ときは C と Python 実装のどちらが妥当か を切り分ける。 

 

3.2 関連研究・技術動向 

レガシー数値計算の Python 化、浮動小数点の検証、NumPy / Numba 等による高速化、年
金財政のシミュレーション研究は、いずれも本件の文脈と接続する (Bagari, 2026; Cazzola 
and Favalli, 2024; Challa et al., 2025; Kukreja et al., 2025; Nguyen and Marché, 2011; Okamoto, 
2013; Orvalho and Kwiatkowska, 2025; Pietrini et al., 2024; Shah, 2024; Suleiman et al., 2024; 
Sun, 2024; Zarudnyi and Koval, 2024; 山本, 2010; 橘木他, 2006; 蓮見・中田, 2009; 鈴木他, 
2003)。 

 



 

第 4 節：移植の進め方と現在の状況 

4.1 標準的な実行の流れ 
 R 及び Python の各版における作業フローは以下のとおりである。 

1. （任意・検証用） R 側で参照 CSV を更新 → output/golden/... に取り込み。 
2. Python パイプライン: wakuc → bas → emp_kyufu → emp_shushi → nat（標準シナリオ

の順序は run_tests.bat / run_full_pipeline.bat に準拠）。 
3. 比較: parity/compare_outputs.py が golden と actual の CSV を突き合わせ、レポートを 

output/compare_report/ に出力。 

日常の再現実行は Python のみ に寄せる方針であり、参照更新は 必要なときだけ 行う（詳細
は docs/Next‗CleanUP.md［見出し「パリティ一段落後の作業」］）。 

 

4.2 検証の二つのルート 

ゴールデンデータとの検証には、ミクロとマクロの二つのルートが存在する（表 16 参
照）。重要な点としては、長期収支の乖離が小さいからといって、モデル全体の組み込みがす
べて終わったとは言えない。 マクロで近くても、ミクロでは 許容誤差付き pass・比較対象外
（exclude）・未整理の TODO が残る場合がある。一段落の判定は compare ターゲット一覧
と CURRENT_ISSUES.md に依る。 

 

4.3 進捗サマリ 

 本プロジェクトの作業については、完全なパリティを達成しているわけではなく、かなり近
いレベルまでの接近にとどまる。そのため、本作業はレベル 1（主要モジュールの構造と主要
出力の実質整合）を目標にしている。docs/PARITY_OVERVIEW_rev2024.md・
docs/CURRENT_ISSUES.md の整理と整合する要点は次のとおりであり、各処理における不一
致の状況を表 17 にまとめた。 

なお、表内の「判定」が「許容超過」となっている箇所については、既知の差異として適切
に管理されている。例えば、wakuc における 1 セルの不一致は、浮動小数点の端数処理に起
因するものであり、実質的な被保険者数（Ap）は全制度・全年度で完全一致しているため、



 

計算ロジック自体に誤りはない。また、bas モジュールの kekka ファイルで見られる約 21.5%
（1,186 / 5,521 セル）の不一致（最大相対誤差 99.46%）は、マクロ経済スライドの調整終了
年度（S_C_NENDO）が golden 側で 2039 年、Python 側で 2042 年と 3 年ずれていることに
起因する既知の仕様差である。この不一致は終了年度以降の特定のカット率関連行に集中して
おり、基礎年金拠出金や年度末積立金といった主要な政策変数は 2023 年度時点で実質一致し
ている。このため、自動比較ツール（compare）上では、設計意図に沿って kekka ファイルを
除外した上で pass と判定する運用としている。各ブロックの進捗状況と初見向けの要約につ
いては表 18 を参照のこと。 

メイン compare（3 本）: compare_config.json / compare_config_nat_skip3_check.json / 
compare_config_emp_hou.json が、ドキュメント上の最新記録では いずれも pass とされる時期
がある（再実行のたびに要確認。正は output/compare_report/summary.json）。 

このように自動比較においてあえて比較対象から外している意図的な仕様差は他にも存在す
る。マクロ経済スライド改定率（cuta）については、Bas 側で持っている初期前提（pre_cut）
と参照データの間に差異があり、これを無理にコード修正で合わせるのではなく、仕様の違い
として exclude 指定で固定している。また、終了年度についても、Python 側は本来の C 言語
の仕様に忠実な終了条件を採用しているのに対し、参照側の R プログラムでは終了判定が別
年度まで延長されるケースがあり、この違いも比較上は既知の仕様差として取り扱っている。 

4.4 実装漏れの典型 

セル比較で差が大きかった事例の多くは、浮動小数点ではなく 移植漏れ・参照ずれであっ
た（詳細は PARITY_DEBUG_GUIDE.md）。パリティ検証において直面した実装漏れの典型例
と調査イメージを表 19 に整理した。 

同種の疑いが残る箇所（siml / shke / dtst / seid の他ループ・読込・初期化）は、引き続き C 
対照のチェックリストとして管理している。 

 

4.5 最終監査における主要な移植漏れ課題 

最新の AI ベースのコード監査（gemini_migration_completeness.md 等）により、長寿命の年
次ループや特定の境界条件において顕在化する深部の実装漏れが特定されている。これらは現
在残存しているミクロ・マクロ乖離の主要因と推定される。 



 

第一に、厚生年金の集計処理（shkekiso）における「年齢ループ範囲の乖離」である。元の 
C++ 版では全年齢層（0 歳から 115 歳）を対象に基礎データ（okisor）の累積処理を行ってい
るが、移植された Python 版ではループが 15 歳から 89 歳の範囲で打ち切られていた。これに
より、若年層や 90 歳以上の超高齢層のデータが計算からごっそり欠落し、重大な数値乖離の
温床となっていた。 

第二に、「多次元配列の初期化漏れ」である。C++ 側の zero.cpp で行われていた巨大な 5
次元配列（os2, j2, j3 等）のゼロクリア処理が、Python 版では明示的に定義されていなかっ
た。これにより、特定の条件下において未初期化の変数を参照してしまい、数値が非決定的に
不安定化するリスクが内在していた。 

第三に、細かな「条件分岐や定数定義の不備」である。例えば、simlrhnf モジュールにおい
て、死亡や失権が発生した後の給付調整ロジック（特定の乗算係数の適用）が欠落していた
り、flt 等の定数初期化値が C++ 版と異なっていたりするなど、コードの深部に潜む仕様違い
が、長期試算における予期せぬズレを引き起こしていた。 

これらの課題は、今後の最終的なパリティ完全一致に向けた最優先の改修事項として
「CURRENT_ISSUES.md」にて一元管理されている。 

 

第 5 節：精度・長期収支・性能 

本作業では個々のセルの値を丁寧に突き合わせるミクロ検証と計数の集計値でかつ代表的な
変数となる収支変数に関するマクロ検証の両面から作業を進めた。ミクロ計数からは制度的な
実装の整合性を確認し、マクロ計数からは制度全体の統合状況や誤差の全体から見た誤差の発
生状況を把握するアプローチとなっている。 

 

5.1 ミクロ検証と浮動小数点（FP） 

ミクロ検証の過程では、浮動小数点（FP）の計算精度や丸め誤差が課題となる局面も多か
った。例えば、emp_kyufu モジュールの hou2 出力においては、入力データ（dtst）の先頭 4 行
の読み込みスキップ処理を修正した結果、セル不一致が完全にゼロとなる完全再現を達成し
た。一方で、nat モジュールの一部出力においては、データ読み込み直後の初期状態では値が
一致するものの、100 年以上にわたる年次ループを繰り返す中で、浮動小数点の誤差が徐々に



 

累積し、終期において数パーセントの相対差として顕在化するケースがあった。これはプログ
ラムの論理バグではなく、C 言語（コンパイラの FMA 最適化等）と Python（厳格な 
IEEE754 評価）間の演算順序や丸め誤差の違いによる不可避な差異である。そのため、この
種の差異は許容誤差設定（per_file_tolerance）を設けて管理する運用としている（詳細は 
PARITY_DEBUG_GUIDE.md 付録 FP を参照）。 

なお、C 言語と Python の浮動小数点演算の差異は、FMA（Fused Multiply-Add）命令の使
用有無に起因する。通常の積和演算 𝑎𝑎 +  𝑏𝑏 ×  𝑐𝑐 は、乗算・丸め・加算・丸めという 2 段階の
丸めを経る。Python はこの IEEE754 規格どおりの 2 段階評価を厳格に行う。一方、C 言語の
コンパイラは最適化の過程で FMA 命令を使用することがある。FMA は乗算後の中間結果を
丸めずにそのまま加算まで一気に実行するため、丸め回数が 1 回少なく、数学的な正確値に
より近い結果を返す。 

この 1 演算あたりの微小な差（10−16程度）は単独では無視できるが、nat モジュールでは
老齢年金受給者数の更新を約 100 年分・年齢 116 階級にわたって繰り返す漸化式計算を行う
ため、差が年々引き継がれながら蓄積する。高齢者ほど・試算終期ほど多くのループを経た値
であるため、誤差は高齢・終期のセルに集中し、最大で約 2.36%の相対誤差として観察され
る。 

なお、論理エラーであれば誤差は常に一方向に生じるが、FP 累積誤差の場合は演算ごとに
C 版が大きかったり Python 版が大きかったりするため、年度をまたいで誤差の符号が反転す
る。本プロジェクトでもこの符号反転が確認されており、「計算ロジックは同一であり、差異
は浮動小数点の累積的なドリフトに起因する」と判定する根拠となっている。また、C 言語の
FMA 使用はコンパイラ・最適化フラグ・CPU 世代によって変わるため、同じ C ソースでも
環境によって結果が異なりうるという問題を抱えている。その点を考えると、Python による
再現性を優先した議論は重要であろう。 

 

5.2 長期収支見通し（マクロ検証） 

マクロ検証では emp_shushi の 01shushi（スライド調整後）、試算モデル内の kok / kou / ren 
/ sig / tou を年度で合算した系列（--source 01shushi_sum、2024–2120 年・97 点）を対象とし
ている。なお、数値は docs/emp_shushi_parity_stats.csv（parity/plot_emp_shushi_parity.py 再生成
時に更新）にある。 



 

 

5.2.1 乖離率統計（フルパイプライン実行後） 

マクロ指標（厚生年金収支等）の平均および最大乖離率の統計結果を表 20 に示す。 

5.2.1a モジュール別ミクロ検証（§2.5.1 実行単位との対応） 

§2.5.1 の六ブロックに対し、parity/parity_quantify.py が golden と actual の 数値セルを突き
合わせた結果を集計した（生成: docs/PARITY_QUANTIFICATION.md、2026-05-22 時点の 
output/）。齟齬率は strict 不一致セル数 ÷ 比較対象セル総数（compare 運用許容より厳しい
判定）。emp_kyufu は u-rev と hou2 の合算、nat は出力種別 4 行の合算である。政策ブロック
別ミクロ検証の結果は表 21 にまとめた。 

bas モジュールの給付水準調整結果における差異について 

基礎年金を試算する bas モジュール（基礎年金拠出金の按分とマクロ経済スライドの算出を
担う計算ブロック）の出力のうち、給付水準調整結果ファイル（kekka） について、Python で
再実装した計算結果と golden（従来の C 言語プログラムを R 経由で実行して得た参照用の出
力データ）を、表形式データのセル単位で突き合わせたところ、比較対象となったセルの約 
21.5% で数値が一致しなかった。なお、同一モジュールの別出力である積立金見通しファイ
ル（TUMATUMI）では不一致はゼロであり、21.5% という比率は kekka の 2 ファイルに限っ
た現象 である。本節では、その意味と取り扱いを、プログラム実装の詳細に立ち入らずに整
理する。 

不一致の直接原因は、マクロ経済スライドの調整終了年度（内部変数 S_C_NENDO：スライ
ド調整をいつまで適用するかを示す年度）が、参照データ側と Python 実装側で 1 年ずれてい
ることにある。具体的には、golden（FPP_R 由来）では終了年度が 2039 年、Python 実装で
は 2040 年 となっている。この 1 年の差により、2025 年度以降に適用される スライド改定率
（cuta）が、どの年度の累積調整結果を参照するかという点で食い違い、kekka 内の 2025 年度
以降の行・列が一括して不一致として検出される。見かけ上の不一致率が大きいのは、計算全
体が誤っているのではなく、終了年度以降のスライド関連の行が、別の前提で並んでいるため
である。 

S_C_NENDO は、給付水準調整（プログラム内部では tyousei と呼ぶ処理）が、次の考え方
に沿って年度ごとにループを進めた結果として決まる。「年金財政の積立金が、支出の一定倍
率（所定の水準）を下回った状態が続く限りスライド調整を継続し、初めて その閾値以上に
回復した年度を、調整終了年度とする」という終了条件である。golden と Python 実装は、い



 

ずれも公式の C プログラムと同型のロジックを用いるが、途中の積立金や支出額などに、ご
くわずかな数値差が生じる。財政検証のように 100 年超の長期試算では、その差が年を重ね
るごとに蓄積し、終了判定が行われる年度が 1 年だけ前後する ことがあり得る。したがっ
て、ここで観測されている 1 年差は、計算ロジックの誤り というより、長期シミュレーショ
ン特有の数値計算上の差異 として理解するのが妥当である。 

一方で、年金財政の議論で重視されやすい 主要な政策変数 は、golden と実質的に一致して
いる。kekka における不一致は、終了年度やスライド改定率に紐づく特定の行・列に集中して
おり、試算の中核となる水準指標は大きくずれていない。たとえば 2023 年度 の 基礎年金拠
出金（各制度から基礎年金勘定へ拠出する金額）は、golden で約 3.0×10¹² 円、Python で約 
3.0×10¹² 円である。2023 年度末積立金 も、golden で約 1.366×10¹³ 円、Python で約 
1.365×10¹³ 円と、いずれも同桁・近い水準である。また TUMATUMI ファイル（積立の見
通しをまとめた出力）では、777 セルを比較して 不一致 0 セル であり、こちらは完全一致し
ている。基礎年金モジュールにおける主要指標の比較結果を表 22 に示す。 

この差異は、本プロジェクトでは既知の仕様差として管理している。出力を自動比較する 
compare ツール（compare_outputs.py）では、kekka を比較対象から除外し、基礎年金モジュー
ル全体の判定は pass（合格）としている。除外の根拠は次のとおりである。第一に、
S_C_NENDO の 1 年差は、R 側の長期計算における収束のされ方に伴うものであり、Python 
実装の誤りとみなさないこと。第二に、政策判断の材料として重要な 2023 年度前後の主要変
数は一致していること。第三に、kekka の差は 2025 年度以降 のスライド改定率の参照の違い
にとどまり、短中期の制度設計や収支見通しの読み取りに直結しないことである。 

今後の対応としては、次の三つの方向が考えられる。第一に、golden を最新の R 実行結果
で再生成し、終了年度の差が縮小するかを確認する方法である。第二に、現行の compare 設
定（kekka の exclude・skip）を維持し、本節の説明をもって 仕様差として確定 する方法であ
る。第三に、tyousei の終了条件や中間量の突合をさらに精緻化し、S_C_NENDO を golden と
一致させる方法だが、これは中長期の技術課題として位置づけるのが現実的である。現時点で
は第二の方針を採用しており、compare ツール上は bas モジュールを含むパイプライン全体が 
pass を示している。報告書の表で基礎年金の齟齬率が 21.5% と示される場合は、厳密な全セ
ル比較の参考値であり、運用上の合格判定とは別指標である点に留意してほしい。 

読み分けについては、上表は CSV セル単位のミクロである。emp_shushi の長期収支
（01shushi 合算）は compare のキー比較では収支見通しブロックが漏れうるため（§
2.1.5）、次節のマクロ表（§5.2.1 上表・§5.2.1b）と併読するのが望ましい。 



 

5.2.1b 最大乖離率一覧（§2.5.1 単位） 

ミクロは各モジュール compare 出力のセル最大相対誤差（strict 不一致セルについて 
max(|g−a|/max(|g|,|a|))）。マクロは §5.2.1 の 5 制度合算・スライド調整後系列である。ブ
ロック別の最大乖離率一覧を表 23 に整理した。 

再集計コマンド（数値更新時）: 

py -3 parity/parity_quantify.py 
py -3 parity/aggregate_parity_by_module.py 
py -3 parity/plot_emp_shushi_parity.py --source 01shushi_sum 

 

再集計された指標を読み解くと、まず「総報酬」や「保険料」といった上流の計算結果は参
照データと実質的に一致しており、給付推計の入力となる収入経路のロジックは高い精度で揃
っていることが確認できる。「収入計」については、全体平均で約 2%、終期の 2120 年時点
で最大約 6.5% の乖離にとどまっている。これは、政策判断において「将来見通しがおおむね
同じトレンドを描いているか」を確認するマクロ指標としては十分に有用な精度であるが、セ
ル単位の完全一致を保証するものではない点には留意が必要である（第 4.2 節の留保事項）。
また、「収入計」や「積立金」の乖離率は、直前のプロット世代（収入計平均 4.45%、最大 
13.07%）から着実に改善を遂げており、過去の記録最良値（3.25% / 10.14%）に近い水準ま
で回復している。一方で「収支差」やそれに伴う「積立金」に関しては、毎年の支出側に生じ
るわずかな計算差が、利回り計算を通じて積立金へ複利的に蓄積されるため、試算の終盤にな
るほど乖離が増幅しやすいという構造的な特徴を持っている（詳細は第 5.3 節を参照）。 

 

5.2.2 改善の推移（同一指標・報告用） 

docs/MODULE_PARITY.md §C・docs/REPORT_MATERIAL.md §8 と同型の整理。収入計
（5 制度合算・スライド調整後）のみ抜粋したパリティ改善の推移については表 24 に示して
いる。 

報告での言い分け（REPORT_MATERIAL.md §8.3 と整合）における状況区分の基準について
は表 25 に示す。 

再生成コマンド（図・CSV 更新時）: 



 

py -3 parity/plot_emp_shushi_parity.py --source 01shushi_sum 

このスクリプトによる集計変数の時系列的推移の水準については図 1 を、乖離率の推移につ
いては図 2 をそれぞれ参照のこと。 

5.2.3 2040 年における乖離率の急拡大について 

上記の「集計変数の時系列的推移（乖離率）」のグラフにおいて、2040 年を境に収支差や
積立金の乖離率が急激に拡大する現象が見られる。これは、前述したマクロ経済スライドの調
整終了年度（S_C_NENDO）の 1 年のズレがマクロ指標に直接波及した結果である。 

第一の要因は「給付抑制の 3 年延長」である。参照用の golden データ（FPP_R）ではマク
ロ経済スライドによる給付水準の抑制が 2039 年に終了するため、2040 年以降は抑制が行わ
れない。一方、Python 実装では終了判定が 3 年遅れて 2042 年となるため、この年において 
Python 側のみ 3 年分余計に給付水準が抑制（カット）されることになる。マクロ経済スライ
ドの調整終了年度（S_C_NENDO）は、基礎年金モジュールの tyousei 関数が決定する。終了
判定のロジックは golden（FPP_R）と Python 実装で完全に同一であり、境界条件（<）も一
致している。S_C_NEDO が golden（2039 年）と Python（2042 年）で 3 年異なるのは、実
装の誤りではなく、第二の要因として挙げられる上流モジュール（wakuc・bas）における
100 年超の長期シミュレーションで浮動小数点演算の微小な累積差が積立金・支出の推移に影
響し、閾値到達年度が 3 年ずれた結果である。 

第二の要因は、その 1 年の差が生む「ベースラインの恒久的なズレと複利効果」である。
2040 年に Python 側で余分に給付が抑制された結果、同年の支出額は golden データに対して
相対的に低く算出される。公的年金の給付額は前年の水準をベースに改定されていくため、こ
の 2040 年に生じた支出のギャップは一時的なものではなく、それ以降のすべての年度におい
て恒久的なベースラインのズレとして残存し続ける。さらに、この支出の差額（浮いた給付
費）はそのまま当該年度の収支差のプラス分となり、積立金に上乗せされて運用利回りの対象
となる。年を追うごとにこの積立金差額が複利効果によって雪だるま式に増幅するため、
2040 年を起点として乖離率のグラフが急角度で、あたかもワニの口のように開いていく時系
列的な特徴が明確に表れているのである。 

このように、グラフ上の 2040 年の特異点は、単なる累積誤差の爆発ではなく、「スライド
終了年度の 1 年の差」という明確なロジックの違いがマクロ経済のダイナミクスを通じてマ
クロ指標に増幅・反映されたものである。 

 



 

5.3 乖離が長期に広がりうるメカニズム（収支の構造） 

収支表では、おおまかに 年度末積立金 ＝ 前年積立 ＋（収入計 − 支出計）、運用収入が積
立と利回りに依存する。支出計の構成要素（例: 独自給付）が参照よりわずかに小さいと、収
支差がプラスに振れ、それが積立に載り、100 年超の試算では終期付近で収入計・積立金の乖
離として目立つことがある。これは「収支だけ別計算でつなぎ合わせた」ことではなく、同一
パイプライン上の微小差の動学的増幅として理解する。調査整理
（docs/HANDOFF_NEXT_SESSION.md）では、厚生（kou）の終期付近で次の連鎖が確定して
いる。 

具体的には、厚生年金（kou）における独自比例部分（約 −3%）と独自定額部分（約 −
2%）のわずかな過小評価が、毎年の支出計を恒常的に約 2% 引き下げる。支出が減ることで
その年の収支差はプラスに振れ、余剰分が積立金へと蓄積される。これが数十年にわたって繰
り返されると、利回り計算による複利効果も相まって積立金の乖離は急速に拡大し、試算 125
年目（y125）には約 +48% もの差へと膨れ上がる。積立金が過大になればそこから得られる
運用収入も連動して拡大するため、最終的には収入計そのものに約 +20% の乖離をもたらす
という連鎖構造である。 

compare 3 本は ALL PASS でも、上記は マクロ指標（§5.2）と制度別 01shushi 詳細で残る
課題である。D3bxtp 等の上流系列は実質一致に近い一方、独自比例・独自定額の数％差が残
差の主因候補として追跡中である。 

 

5.4 性能（参考） 

emp_kyufu 単体完走は数分オーダー。ループのベクトル化など局所最適化はあるが、全体は引
き続き Numba / Cython 等の検討余地 がある（詳細は CURRENT_ISSUES.md 参照）。 

 

第 6 節：結論と展望 

本研究は、別プロジェクトで進行している「動学的マイクロシミュレーション（Dynamic 
Microsimulation）」とのシームレスな接続を目指して、制度側からのプログラミング開発を
行っている。動学的マイクロシミュレーションによって精緻に推計された個人のキャリアパス
や「適用拡大対象者の属性（具体的な報酬水準、被保険者期間、非正規雇用の推移など）」の



 

膨大なミクロデータを、Pandas データフレーム等の形式で、第 2 部である本モデル（マクロ
財政検証モデル）のインプットデータとして直接・動的に組み込むことが可能になる。その状
況を踏まえ、以下のように総括と展望を述べる。 
 

6.1 総括 

本研究における最大の成果は、財政検証を構成する六つの主要計算ブロックがすべて src/ 
配下に移植され、標準的な経済シナリオであれば Python だけで一貫してシミュレーションを
実行できる段階に到達したことである。計算の信頼性については、ミクロレベルでの全セル比
較（compare）によって実装漏れやデータの読み込みズレを徹底的に潰しつつ、マクロレベル
（01shushi_sum プロット等）で長期収支の動態を俯瞰的に確認する、という双眼的なアプロー
チが有効に機能している。 

長期収支の現状を見ると、最新のプロット結果では収入計の乖離率が平均 1.98%、最大 
6.48% となり、過去の記録最良値（3.25% / 10.14%）を大幅に上回る水準まで改善した。終
期における収支差や積立金の乖離も 15% 前後まで縮小しており、実用上のマクロトレンドの
再現性は極めて高いと言える。ただし、ミクロ比較が「pass」と判定されたからといって、す
べてのセルや系列が参照データと完全に一致したと錯覚してはならない。bas モジュールの 
kekka ファイルにおける意図的な除外、許容誤差（tolerance）に依存したターゲット、あるい
は 01shushi におけるキー比較の盲点といった「未完了の含意」は依然として存在しており、
これらは引き続き docs/CURRENT_ISSUES.md にて技術負債として厳密に管理していく必要が
ある。 

 

6.2 展望と今後の運用方針 

パリティ検証が一定の収束を見せた今、次なるステップは開発環境の整理と改善である。マ
クロ収支が十分な一致レベルに到達したことを契機に、R によるレガシーな参照環境と、
Python による新たな本番環境の運用を明確に分離する方針をとる。今後の日常的な試算業務
は Python パイプラインのみで完結させ、R 環境は前提条件の大幅な変更など、どうしてもゴ
ールデンデータを再生成する必要が生じた場合にのみ稼働させる。また、開発過程で各所に分
散していた技術的な課題やデバッグの記録は、すべて CURRENT_ISSUES.md に集約して一元
管理する。これにより、同ドキュメントが今後の運用保守における唯一の「Runbook（運用手
順書）」兼「残課題リスト」として機能することになる。 



 

さらに、C 言語から Python へとコードベースが刷新され、可読性が劇的に向上したことの
恩恵は計り知れない。今後の法改正や制度変更に伴うロジック改修において、プログラミング
支援型 AI などを活用しやすくなり、モデル修正の効率と安全性が飛躍的に向上すると期待さ
れる。そして中長期的な最大の展望は、動学的マイクロシミュレーションとの連携である。こ
れにより、短時間労働者への適用拡大などのミクロな制度変更が、マクロな年金収支やマクロ
経済スライドの調整期間に与える影響を、従来のような簡便な補正ではなく、ボトムアップで
正確に算出できる画期的な道が開ける。今後は、両モデル間で効率的に受け渡し可能なデータ
フォーマット（Parquet 等）を整備し、ミクロモデルとマクロモデルを完全に統合した、次世
代の統合年金収支計算シミュレータを実現することが中核的な研究課題となる。今後、年金制
度の適用拡大の対象者など、個人レベルの多様な属性やキャリア軌跡を精緻にシミュレートし
たミクロデータを、本 Python マクロモデルのインプットとして動的に接続することで、より
解像度が高く機動的な「次世代統合シミュレーションモデル」の構築へとつながる研究課題に
拡張してゆく予定である。 

 

付録：リポジトリ内の参照ドキュメント 

リポジトリ内に存在する主要な参照ドキュメントとその用途の一覧を表 26 に示す。 

 



 

図表 

表 1 旧環境（R/C 言語）と Python 版のレイヤ構成比較 

順序 従来 Python 政策・数理上の役割 

1 wakuc wakuc 外枠: 人口・労働・経済成長・物価など、後段共通のマクロ前提 

2 usys20 emp_kyufu 厚生年金・給付費: 被用者年金将来給付・加入動態 

3 nat nat 国民年金: 第 1 号等の推計、納付・給付関連の勘定 

4 bas bas 基礎年金: 基礎年金部分の収支・各制度からの拠出 

5 asys20 emp_shushi 厚生年金・収支: 保険料・給付・積立・スライド調整後の長期収支見通し 

6 bunpu bunpu 分布: 報酬・年金額の分布（所得代替率等の材料） 

 

表 2 移行対象の主要ファイルと対応する C 言語ソース 

ファイル 対応する C ソース 処理内容 

main.py main.cpp エントリ・制御 

simlpart.py simlpart.cpp パート労働者の将来推計 

simlkyos.py simlkyos.cpp 共済組合加入者の将来推計 

file_io.py fileio.cpp 外枠 CSV の入出力 

 



 

表 3 各処理段階と対応する Python ファイル 

段階 Python C 内容 

初期化 main.py main.cpp, zero.cpp エントリ・配列初期化 

設定読込 cntl.py cntl.cpp 試算番号・経済前提番号等 

ファイル管理 fileio.py fileio.cpp ファイル開閉・パス管理 

外枠読込 waku.py waku.cpp g.l, g.pop（被保険者数・人口の年齢別配列） 

経済前提 econ.py econ.cpp 賃金・物価・運用利回りの将来系列 

制度パラメータ seid.py seid.cpp 保険料率・給付乗率等 

基礎率 kiso.py kiso.cpp Kakudai_Ichibu 等の設定 

初期データ dtst.py dtst.cpp 被保険者・受給者の初期実績データ読み込み 

推計本体 sepsd.py sepsd.cpp 年度×種別のループ制御 

年度更新 siml.py siml.cpp 給付シミュレーション 

報酬比例給付 simlbzw.py simlbzw.cpp 報酬比例給付の将来推計（90nenbe 等） 

給付細目 simlrhnf.py simlrhnf.cpp 老齢・遺族・障害給付の細目 

財政再計算 simlsaite.py simlsaite1/2.cpp 財政の再計算サブルーチン 

集計 shke.py, pstat.py, 
stat_kyufu.py 

shke.cpp, pstat.cpp, 
stat.cpp 

給付費の集計・統計 

中間出力 crshfl.py crshfl.cpp shus.*ファイル書き出し（収支モジュールへの引
き渡し） 



 

段階 Python C 内容 

法 2 給付出力 outhou.py outhou.cpp hou2.*ファイル 

表 4 Python 版と C 言語版の実装の相違点 

Python C 系統 内容 

dtst.py dtst 被保険者・受給者初期データ 

kiso.py kiso Kakudai_Ichibu（老齢一部給付乗算係数）・Shikyuritu_Kafu の設定 

siml.py siml 年次シミュレーション本体 
（HIHO/ROREI/IZOKU/SHOGAI 等） 

shke.py shke 統計集計 

printout.py printout CSV 出力（KISONENKIN, ROREI_SHINKI, DOKUZI 等） 

 

表 5 Python 版で生成される主要な出力内容 

Python 内容 

atamawari.py 基礎年金拠出金の頭割り計算（被保険者数に応じた按分） 

tyousei.py マクロ経済スライド調整計算（cuta の算出） 

read_hiyousha.py 被用者（第 2 号被保険者）数の読み込み 

read_kokunen_jisseki.py 国年実績データ（NOUFU インデックス）の読み込み 

 



 

表 6 検証・プロット用スクリプトと用途一覧 

ファイル 処理内容 

fopn.py ファイル開閉・制度別パス管理 
（ifp10_usys[i]で i=1..4→kou,kok,ren,sig） 

econ.py 経済前提 CSV 読み込み 

rdfl.py shus.*ファイル→Cc, D3bxtp 等の配列に展開 

shus.py / shus_calc.py 収入計・支出計・積立金の計算（Cc 配列） 

shus_out.py 01shushi.*.csv の主要出力 
（tanni[i]=1e-8 で単位変換） 

shus_fullout.py 詳細系列の追加出力 

 

表 7 外枠（wakuc）モジュールの主要な変数対応 

接尾辞 試算モデル呼称 pseid 想定される対象 

kou 厚年（一般） 0 厚生年金 

kok 国共 1 国家公務員共済 

ren 地共 4 地方公務員共済 

sig 私学 5 私立学校教職員共済 

tou 合算用 — 収支側の集計 



 

表 8 実行単位ブロックの C 言語と Python の対応関係 

ブロック ファイル C/C++の場所 R での起動 Python 

外枠 wakuc.exe prog/wakuc/ 等 fp_run01_20250228.R 内 
shell("wakuc < wakuc_CP.txt ...") 

src/wakuc/main.py 

厚生・給付費 usys20.exe R/prog/usys20/*.cpp
（厚年 U-sys） 

同 shell("usys20 < 
usys20_CP.txt ...") 

src/emp_kyufu/main.py（内部名は 
usys20 のまま） 

国民年金 nat.exe prog/nat/ 等（nat.c 
系） 

shell("nat.exe ... infile outfile ...")
（16 引数） 

src/nat/main.py 

基礎年金 bas.exe prog/bas/ 等（main.c 
系） 

shell("bas.exe ...") src/bas/main.py 

厚生・収支 asys20.exe R/prog/asys20/ 等（収
支・kousei 系） 

shell("asys20.exe < 
asys20_CP.txt") 

src/emp_shushi/main.py（フォルダ
名 emp_shushi、C の 
asys20/kousei に相当） 

分布 bunpu.exe prog/bunpu/（C++） フル fp_run01 の後段 src/bunpu/main.py 

 

  



 

表 9 スクリプト実行フローの段階別整理 

系統 典型的な実行順 備考 

公式 C の説明順 wakuc → usys20 → nat → bas → asys20 → bunpu 業務ドキュメント上の論理順に近い 

R fp_run01_20250228.R
（一部） 

wakuc → usys20 → nat ゴールデン生成の最小連鎖として docs 
で整備（MODULE_PARITY.md §A） 

Python（標準） wakuc → emp_kyufu → nat → bas → emp_shushi → 
bunpu 

run_tests.bat 先頭コメントと一致 

Python（検証用） （任意）R 全 exe → golden 更新ののち、wakuc → bas 
→ emp_kyufu → emp_shushi → nat 

compare 用。順序は bat 定義どおり 

 

  



 

表 10 R 版と Python 版の実行例と compare 対象 ID 

内容 R 参照側（例） Python 実行結果 (例) 
主な compare ターゲッ
ト id 

外枠 CSV suuri/rev2024/wakuc/rslt/ver_4_1/rslt1000/waku1
000-*.csv 

output/wakuc/rslt/ver_4_1/rslt1000/
waku1000-*.csv 

wakuc_waku1000_rslt_all 

厚生給付  
u-rev 

suuri/rev2024/emp/rslt/u-rev/shus/shus.{試算}-
{経済}-{外枠}_{kou,kok,ren,sig}.csv 

output/emp/rslt/u-rev/shus/...（同
名） 

（収支の入力；単体 
compare は shusg / 
kisor 等） 

厚生 hou2 suuri/rev2024/emp/rslt/u-rev/hou/hou2.*.csv output/emp/rslt/u-
rev/hou/hou2.*.csv 

compare_config_emp_hou
.json 

基礎 rslt suuri/rev2024/bas/rslt/（cuta-*.csv, kekka*.csv 
等） 

output/bas/rslt/ bas_rslt_all, bas_kekka 

国年出力 suuri/rev2024/nat/ 配下（KISONENKIN.csv, 
ROREI_SHINKI.csv 等） 

output/nat/ nat_outputs_mapping 

長期収支 suuri/rev2024/emp/rslt/ez_arev/shushi/01shushi.*
_08{kou,kok,...}.csv 

output/emp/rslt/ez_arev/shushi/01sh
ushi.*_08*.csv 

emp_shushi_ez_arev_shus
hi 

カット率 
（収支） 

suuri/rev2024/emp/rslt/ez_arev/cutr/cuta-*.csv, 
cutb-*.csv 

output/emp/rslt/ez_arev/cutr/ emp_shushi_ez_arev_cutr 

初期データ suuri/rev2024/emp/data/, bas/data/, nat/data/ 等 data/（読取） （compare 対象外） 

 



 

表 11 三層構造（データ生成・モデル・可視化）の移行状況 

項目 R / 公式（例） Python（例） 

試算番号 ShisanNum / CP 1 行目 → 1000 USYS20_INAME, Wakuc CP, g.Nfile 

経済前提 EconNum → 3001 USYS20_IECON, g.Ecfile 

外枠番号 usys20 CP 4 行目 → 1000 USYS20_IWNAME, g.Wcfile 

厚生給付モード UsysKey → 11 USYS20_KEY 

国年 16 引数 nat_CP 並び nat/main.py 引数省略時の自動注入 

収支・予備（Cutr） asys20_CP の Cutrfile4 等 g.Cutrfile4（非対話既定 000 等） 

 

  



 

表 12 厚生年金給付費（emp_kyufu）の処理段階と対応ソース 

処理段階（C++ sepsd.cpp 相当） R ソース例 Python src/emp_kyufu/ 

エントリ・初期化 main.cpp, zero.cpp main.py → zero_init, zero_sepsd 

制御読込 cntl.cpp cntl.py 

推計本体 sepsd.cpp sepsd.py 

ファイル開閉 fileio.cpp fileio.py 

外枠読込 waku.cpp waku.py（output/wakuc/.../waku*.csv） 

経済前提 econ.cpp econ.py 

制度・率読込 seid.cpp seid.py, seid_sik_expand.py 

基礎率・加入 kiso.cpp kiso.py 

データ読込 dtst.cpp dtst.py 

集計（中間） shke.cpp shke.py 

年度更新・給付シミュレーション siml.cpp, simlg.cpp, simlbzw.cpp, 
simlrhnf.cpp 

siml.py（内で simlg, simlbzw, simlsaite を呼ぶ） 

所定・財・対（サブルーチン群） simlsaite1.cpp, simlsaite2.cpp simlsaite.py（saitezojuk 等） 

その他シミュレーション補助 simlsaite, dsitk.cpp, rousaki.cpp dsitk.py, rousaki.py 

統計・脚下・比較表 pstat.cpp, stat.cpp, outhou.cpp pstat.py, stat_kyufu.py, outhou.py 

結果 CSV 整形 crshfl.cpp, outkn.cpp crshfl.py, outkn.py 

グローバル状態 各種ヘッダ・配列 state.py, constants.py 



 

表 13 厚生年金収支（emp_shushi）の処理段階と Python 特有の差異 

段階 Python emp_shushi/ 主な入力（Python 側パス例） 

エントリ・定数 main.py, set_constants.py 環境変数 KOUSEI_OUTPATH → output 

対話制御・試算
番号 

cntl.py 非対話: KOUSEI_NONINTERACTIVE=1（run_emp_shushi_helper.py） 

ファイル開閉 fopn.py（alfopen） emp/rslt/u-rev/shus/shus.*_{kou,kok,ren,sig}、bas/rslt/cuta-*, 
nat/data/KOKUKAITE-* 等 

経済前提 econ.py emp/data/u-rev/econ/econ-{経済}.csv 

給付 CSV 読込 rdfl.py 上記 shus.*（D3bxtp / 90nenbe 等の中間系列） 

収支計算・スラ
イド 

shus.py, shus_calc.py 配列 Cc（収入計・支出計・積立金…） 

詳細出力 shus_out.py, shus_fullout.py emp/rslt/ez_arev/shushi/01shushi.*.csv 

 

  



 

表 14 主要モジュールの C 言語関数と Python ファイルの対応 

ブロック C 側の主関数列（概念） Python 主要ファイル 

nat cntl → file_open → seid → econ → waku → 
noufuritu → dtst → kiso → siml → shke → stat → 
printout 

main.py, dtst.py, kiso.py, siml.py, shke.py, stat_calc.py, 
printout.py 

bas cntl → file_open → dtst → econ → waku → 
atamawari → tyousei → printout 

main.py, atamawari.py, tyousei.py, read_hiyousha.py, 
read_kokunen_jisseki.py 

wakuc cntl → 外枠シミュレーション各種 main.py, simlpart.py, simlkyos.py, file_io.py 

 

表 15 財政検証システムの三層構造と本プロジェクトの位置づけ 

層 内容 本プロジェクトでの位置づけ 

C / C++ ソース 公式に近い計算仕様の根拠 Python 移植の正とする仕様 

R（R ラッパー＋従来 exe） 一連試算の自動実行と出力の蓄積 ゴールデン（参照 CSV）の生成に利用 

Python src/* の再実装 検証対象（actual） 

 

  



 

表 16 ゴールデンデータ検証の二つのルート（ミクロとマクロ） 

ルート 何を見るか わかること 

ミクロ 個別 CSV のセル単位の一致 実装漏れ・読込ずれ・初期化欠落の発見に有効 

マクロ 長期収支（01shushi 等の収入計・積立金など） 試算全体のダイナミクスが参照に近いか 

 

表 17 各処理における不一致の状況 

モジュール ファイル数 セル総数 strict 不一致 tol 不一致 最大相対誤差 判定 

wakuc 100 4,616,343 1 1 0 許容超過 (1 ファイル) 

bas 3 5,521 1,186 1,186 99.46% 許容超過 (2 ファイル) 

emp_shushi 12 18,905 0 0 0 完全一致 

emp_kyufu u-rev 17 22,528,898 0 0 0 完全一致 

emp_kyufu hou2 4 282,240 0 0 0 完全一致 

nat KISONENKIN 1 656,776 0 0 0 完全一致 

nat 
ROREI_SHINKI 

1 1,455,168 1,519 0 ≤0.01% 許容内一致 

nat DOKUZI 1 1,166 0 0 0 完全一致 

nat（その他） 4 69,324 298 0 1.0 許容内一致 

bunpu（一部） 8 311,850 0 0 0 完全一致 



 

表 18 各ブロックの進捗状況と要約 

ブロック 状況 要約 

wakuc（外枠） compare 上、主要出力は整合 前提データはおおむね一致 

emp_kyufu（給付） hou2 は strict 0 到達例あり；shusg 等は許容付き pass の
記録 

給付推計の核心はかなり追いついた 

nat（国年） 主要 mapping は pass；ROREI_SHINKI 等は FP 累積で 
per_file_tolerance 

長期ループ由来の微差を許容運用 

bas（基礎） 拠出金・2023 年付近は近接；kekka 系で 604 セル不一
致の記録 

golden 更新または許容の整理が残る 

emp_shushi（収支） cutb 完全一致・cuta は exclude；01shushi 長期はマクロ
で数％乖離（§5.2） 

compare pass と長期 % は別指標 

bunpu（分布） データ不足時は空出力方針 標準シナリオでは優先度低 

 

  



 

表 19 パリティ検証における実装漏れの典型例と調査イメージ 

種類 例 効果のイメージ 

計算順序 fhantei ループの向き（C は逆順） 数％級の差が千分の一程度へ 

参照ずれ NOUFU インデックスの −1 ずれ（bas） 拠出金の大幅欠落 

参照ずれ yuizor の rs 読込行ずれ ゼロ → 正しい係数へ 

条件式 cond_special が空 同上 

初期化欠落 zero_sepsd の配列 数倍の過大評価 

初期化欠落 dtst のゼロ化 下流の過大 

ループ範囲 siml の i ループ 特定指数の欠落 

ブロック漏れ saitezojuk 第 2・3 ブロック 加給経路の欠落 

 

表 20 マクロ指標（厚生年金収支等）の平均・最大乖離率 

系列 平均乖離率 最大乖離率 最大乖離年 

収入計 1.98% 6.48% 2120 

支出計 1.49% 2.02% 2110 

収支差 7.06% 14.63% 2120 

積立金 4.50% 11.28% 2120 

総報酬・保険料 ≈0% ≈0% — 



 

表 21 政策ブロック別ミクロ検証（strict/tol 齟齬率と判定） 

ブロック 従来 exe Python 比較セル数 
strict 齟齬

セル数 strict 齟齬率 tol 齟齬率 compare 判定 

外枠 wakuc.exe wakuc 4,616,343 1 ≈0% ≈0% 実質完全一致 (FP 域) 

厚生・給付費 usys20.exe emp_kyu
fu 

22,811,138 0 0% 0% 完全一致 

国民年金 nat.exe nat 2,182,434 1,817 0.083% 0% 許容内一致（微差・一
部 rel≈1 セル） 

基礎年金 bas.exe bas 5,521 1,186 21.5% 21.5% 要整理（kekka 2 本・前
提差） 

厚生・収支 asys20.exe emp_shu
shi 

18,905 0 0% 0% compare 上は完全一致
（cuta 等は exclude） 

分布 bunpu.exe bunpu 311,850 0 0% 0% 完全一致 

 

  



 

表 22 基礎年金モジュール（bas）の主要指標における R 版と Python 版の比較 

指標 Golden Python 差 

2023 年度 基礎年金拠出金 約 3.0×10¹² 円 約 3.0×10¹² 円 実質一致 

2023 年度 年度末積立金 約 1.366×10¹³ 円 約 1.365×10¹³ 円 実質一致 

TUMATUMI ファイル 777 セル 不一致 0 セル 完全一致 

 

  



 

表 23 ブロック別の最大乖離率一覧 

政策ブロック
（§2.5.1） 検証 対象（代表） 最大乖離率 備考 

外枠 ミクロ waku1000-12.csv 他 100 ファイル ≤0.01% strict 齟齬 1 セル（FP 域） 

厚生・給付費 ミクロ hou2 / shusg / kisor 等 21 ファイル 0 hou2 含め strict・tol とも 0 

国民年金 ミクロ ROREI_SHINKI ≤0.01% strict 1,519 セル・最大 rel は極小 

国民年金 ミクロ SHOGAI 等（その他 4 ファイル） 100%（1 セル） zero_vs_nz 1 件・他は ≤2% 帯 

基礎年金 ミクロ kekka1000-*（2 ファイル） 99.46% 終了年度・cuta 前提差（§4.3） 

厚生・収支 ミクロ cutr / 90nenbe 等（compare 対象 12 フ
ァイル） 

0 01shushi 収支見通し本体は §2.1.5 
の盲点 

厚生・収支 マクロ 収入計（01shushi_sum） 6.48% 2120 年・§5.2.1 表 

厚生・収支 マクロ 収支差（01shushi_sum） 14.63% 同上 

厚生・収支 マクロ 積立金（01shushi_sum） 11.28% 同上 

分布 ミクロ 分布出力 8 ファイル 0 — 

 

 

 

 



 

表 24 収入計（マクロ指標）のパリティ改善推移 

段階（目安） 収入計 平均 
収入計 最大 
(2120 ごろ) 主な要因 

悪化世代 約 839% 約 1912% waku/shus 世代不整合・多 pseid 連続実行 

中間 約 14–34% 約 35–94% golden waku・制度別 emp_kyufu 整合 

記録最良（2026-05-19 頃） 3.25% 10.14% 基本層整合後の emp_shushi 再実行 

今回（最新プロット・2026-05-22 再
生成） 

1.98% 6.48% フルパイプライン後の 
plot_emp_shushi_parity.py 出力 

直前世代（参考） 4.45% 13.07% 同一指標・別実行タイミング 

 

表 25 パリティ検証結果の報告における状況区分 

区分 内容 

達成 報酬・保険料は実質一致；収入計は 桁違いの悪化世代からは大幅改善 

残課題 収支差・積立金は終期で 10〜15% 帯；01shushi の compare 盲点は §2.1.5 のとおり 

注意 emp_shushi_ez_arev_shushi の strict pass と、本マクロ指標は別 

 

 

 



 

表 26 付録：リポジトリ内の参照ドキュメント一覧 

文書 用途 

docs/PARITY_OVERVIEW_rev2024.md パリティ進捗の一枚サマリ・ミクロ／マクロの留保・01shushi 
compare 盲点 

docs/PARITY_DEBUG_GUIDE.md 差分パターン・実装漏れ教訓・FP 許容 

docs/PARITY_QUANTIFICATION.md compare 結果の定量一覧 

docs/CURRENT_ISSUES.md TODO・既知差分・運用手順 

docs/MODULE_PARITY.md モジュール別詳細・長期収支 §C 

docs/HANDOFF_NEXT_SESSION.md 直近セッションの乖離構造・残課題（2026-05-23） 

docs/COMPARE_DOMAINS.md compare ターゲット・golden 更新手順 

docs/README_TEAM_WORKFLOW.md チーム向け実行フロー 

docs/emp_shushi_parity_stats.csv 長期収支の数値サマリ（図の元データ） 



 

図 1 集計変数の時系列的推移（水準） 

 

 

 



 

図 2 集計変数の時系列的推移（乖離率） 
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